
件　　　　　　　名 備　考

第 38 号議案 宍粟市教育委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 39 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 40 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 41 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 42 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 43 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 44 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 45 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 46 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 47 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 48 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 49 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 50 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 51 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 52 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 53 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 54 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 55 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出
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議案番号



件　　　　　　　名 備　考議案番号

第 56 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 57 号議案 宍粟市農業委員会委員の任命について ５月２９日提出

第 58 号議案 宍粟市固定資産評価審査委員会委員の選任について ５月２９日提出

第 59 号議案 宍粟市固定資産評価審査委員会委員の選任について ５月２９日提出

第 60 号議案 宍粟市固定資産評価審査委員会委員の選任について ５月２９日提出

第 61 号議案 宍粟市長等の給与の特例に関する条例の制定について ５月２９日提出

第 62 号議案 宍粟市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について ５月２９日提出

第 63 号議案 宍粟市スポーツ施設条例の一部改正について ５月２９日提出

第 64 号議案
宍粟市福祉医療費助成条例及び宍粟市母子家庭等医療費の助
成に関する条例の一部改正について

５月２９日提出

第 65 号議案 宍粟市税条例の一部改正について ５月２９日提出

第 66 号議案 宍粟市国民健康保険税条例の一部改正について ５月２９日提出

第 67 号議案 宍粟市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について ５月２９日提出

第 68 号議案 宍粟市長寿祝福条例の一部改正について ５月２９日提出

第 69 号議案
宍粟市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関
する条例の一部改正について

５月２９日提出

第 70 号議案 令和２年度宍粟市一般会計補正予算（第５号） ５月２９日提出

繰越計算書の報告について ５月２９日提出報告第５号



第３８号議案 

 

宍粟市教育委員会委員の任命について 

 

次の者を宍粟市教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織及び

運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第４条第２項の規定により、議会の

同意を求める。 

 

  住  所 宍粟市波賀町飯見271番地 

  氏  名 中 田 直 人 

  生年月日 昭和35年３月３日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                       宍粟市長 福 元 晶 三 



第３９号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市山崎町加生145番地 

氏  名 山 口 義 晴 

生年月日 昭和22年２月15日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４０号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市山崎町青木322番地１ 

氏  名 宮 藤 和 夫 

生年月日 昭和23年１月２日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４１号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市山崎町葛根752番地１ 

氏  名 谷 口 隆 博 

生年月日 昭和36年４月21日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４２号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市山崎町金谷663番地 

氏  名 長谷川 賢 一 

生年月日 昭和26年10月26日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４３号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市山崎町上比地246番地 

氏  名 藤 木 悦 子 

生年月日 昭和48年３月４日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４４号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市山崎町川戸287番地 

氏  名 中 村 秀 幸 

生年月日 昭和34年11月４日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４５号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市山崎町岸田540番地 

氏  名 中 野 雅 夫 

生年月日 昭和29年１月４日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４６号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市山崎町五十波973番地 

氏  名 小 林 茂 樹 

生年月日 昭和27年10月16日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４７号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市山崎町田井142番地 

氏  名 尾 﨑 純 子 

生年月日 昭和35年８月12日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４８号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市山崎町上牧谷670番地 

氏  名 北 尾 義 行 

生年月日 昭和25年10月９日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４９号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市一宮町須行名98番地 

氏  名 樽 本 秀 昭 

生年月日 昭和26年２月３日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５０号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市一宮町東河内1554番地 

氏  名 勝 木 和 司 

生年月日 昭和30年３月18日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５１号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市一宮町河原田611番地 

氏  名 長 田 賢 市 

生年月日 昭和43年12月29日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５２号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市一宮町黒原87番地 

氏  名 西 村 昌 三 

生年月日 昭和27年11月５日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５３号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市波賀町安賀498番地 

氏  名 清 水 隆 司 

生年月日 昭和22年２月10日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５４号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市波賀町谷78番地４ 

氏  名 森 本 弘 昭 

生年月日 昭和18年11月13日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５５号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市千種町西山678番地 

氏  名 前 田 高 春 

生年月日 昭和31年４月１日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５６号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市千種町鷹巣1225番地 

氏  名 村 上 廣 恭 

生年月日 昭和23年５月12日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５７号議案 

 

   宍粟市農業委員会委員の任命について               

 

次の者を宍粟市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

住  所 宍粟市山崎町庄能41番地 

氏  名 船 引 英 示 

生年月日 昭和29年８月６日 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                     宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５８号議案 

 

宍粟市固定資産評価審査委員会委員の選任について  

 

次の者を宍粟市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法（昭

和25年法律第226号）第423条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

 

  住  所 宍粟市山崎町田井253番地 

  氏  名 鳥 居 洋 子 

  生年月日 昭和29年５月９日 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      宍粟市長 福 元 晶 三 

 

 

 

 



第５９号議案 

 

宍粟市固定資産評価審査委員会委員の選任について  

 

次の者を宍粟市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法（昭

和25年法律第226号）第423条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

 

  住  所 宍粟市一宮町安積1166番地１ 

  氏  名 田 中 祥 一 

  生年月日 昭和35年１月９日 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      宍粟市長 福 元 晶 三 

 



第６０号議案 

 

宍粟市固定資産評価審査委員会委員の選任について  

 

次の者を宍粟市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法（昭

和25年法律第226号）第423条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

 

  住  所 宍粟市波賀町小野526番地 

  氏  名 西 川   龍 

  生年月日 昭和31年１月５日 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      宍粟市長 福 元 晶 三 

 



第６１号議案 

 

宍粟市長等の給与の特例に関する条例の制定について 

 

宍粟市長等の給与の特例に関する条例を別紙のとおり制定したいので、地方

自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第１号の規定により、議会の議決

を求める。 

 

令和２年５月２９日提出 

 

宍粟市長 福 元 晶 三 



宍粟市条例第 号 

 

   宍粟市長等の給与の特例に関する条例 

 

 （給料月額の特例） 

第１条 令和２年６月１日から令和２年８月31日までの間（以下「特例期間」という。）におけ 

る市長、副市長及び教育長（以下「市長等」という。）の給料月額は、宍粟市特別職の職員で常

勤のものの給与及び旅費に関する条例（平成17年宍粟市条例第48号。以下「特別職給与条例」と

いう。）第３条の規定にかかわらず、同条の規定による給料月額から、当該額に100分の20を乗

じて得た額を減じた額とする。 

 （期末手当の額の特例） 

第２条 特例期間における市長等の期末手当の額は、特別職給与条例第５条第２項の規定にかか

わらず、同項の規定により市長等のそれぞれが受けるべき期末手当の額から、当該額に100分の

20を乗じて得た額を減じた額とする。この場合において、特別職給与条例第５条第３項の期末

手当基礎額の算定に用いる給料月額は、特別職給与条例第３条に規定する額とする。 

 （端数計算） 

第３条 この条例の規定により給与の支給に当たって減ずることとされる額を算定する場合にお

いて、当該額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

   附 則 

 この条例は、令和２年６月１日から施行する。 



第６２号議案 

 

   宍粟市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

 

 宍粟市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとお

り制定したいので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第１号の

規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      宍粟市長 福 元 晶 三 

 

 



宍粟市条例第 号 

宍粟市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 宍粟市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成17年宍粟市条例第52号）の一部を次のように改

正する。 

第15条第１項を次のように改める。 

  手当の支給日については、次に掲げる区分による。 

(１) 日額その他の基準で定める手当は、その月分を翌月の給料日に支給する。

(２) 月額で定める手当は、その月の給料日又はその月分を翌月の給料日に支給する。

附則に次の６項を加える。 

（新型コロナウイルス感染症に対処するための感染症防疫業務従事職員の手当の特例） 

３ 職員が、新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令（令和２年政令第11

号。以下「政令」という。）第１条に規定する新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナウ

イルス感染症」という。）の患者を収容する病院又は宿泊施設その他これらに準ずる場所として

市長が指定するものにおいて、新型コロナウイルス感染症から市民の生命及び健康を保護する

ために緊急に行われる措置に係る作業であって市長が指定するものに従事したときは、政令第

２条に規定する期間に限り、感染症防疫業務従事職員手当を支給する。この場合において、第

３条の規定は適用しない。 

４ 前項に規定する作業に従事した場合における手当の額は、当該作業に従事した日１日につき、

3,000円（新型コロナウイルス感染症の患者若しくはその疑いのある者の身体に接触し、又はこ

れらの者に長時間にわたり接して行う作業その他これらに準ずる作業として市長が指定するも

のに従事した場合にあっては、4,000円）とする。 

（新型コロナウイルス感染症に対処するための感染症病棟等勤務手当の特例） 

５ 公立宍粟総合病院又は訪問看護ステーション等（以下「病院等」という。）に勤務する医師又

は看護業務の補助に従事する職員が、病院等の新型コロナウイルス感染症病棟その他これに準

ずる区域において、新型コロナウイルス感染症の患者の診療又は看護業務の補助に従事したと

きは、政令第２条に規定する期間に限り、感染症病棟等勤務手当を支給する。 

６ 前項に規定する業務に従事した場合における手当の額は、当該業務に従事した日１日につき、

その者の現に受ける給料（短時間で勤務する会計年度任用職員にあっては報酬）の月額に100分

の４を乗じて得た額に２を乗じて得た額を21で除して得た額とする。 

（新型コロナウイルス感染症に対処するための感染症患者看護業務手当の特例） 

７ 病院等に勤務する看護師（准看護師を含む。）である職員のうち、新型コロナウイルス感染症

病棟その他これに準ずる区域において、新型コロナウイルス感染症の患者の看護に従事したと

きは、政令第２条に規定する期間に限り、感染症患者看護業務手当を支給する。 

８ 前項に規定する業務に従事した場合における手当の額は、月額21,500円とし、その支給割合

1



は、第14条の規定による。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、令和２年２月１日から適用する。 

（特殊勤務手当の内払） 

２ 改正後の宍粟市職員の特殊勤務手当に関する条例の規定を適用する場合においては、改正前

の同条例の規定に基づき支給された特殊勤務手当は、改正後の同条例の規定による特殊勤務手

当の内払とみなす。 

2



宍
粟
市
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
 
新
旧
対
照
条
文
 

現
 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

（
手
当
の
支
給
日
等
）
 

（
手
当
の
支
給
日
等
）
 

第
15
条
 

第
３
条
か
ら
第
11
条
ま
で
の
手
当
の
支
給
に
つ
い
て
は
、
毎
月
１
日
か
ら
末
日
ま

で
の
分
を
翌
月
の
給
料
支
給
日
ま
で
に
支
給
す
る
。
 

第
15
条
 
手
当
の
支
給
日
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
区
分
に
よ
る
。
 

(
１
)

日
額
そ
の
他
の
基
準
で
定
め
る
手
当
は
、
そ
の
月
分
を
翌
月
の
給
料
日
に
支
給
す

る
。
 

(
２
)

月
額
で
定
め
る
手
当
は
、
そ
の
月
の
給
料
日
又
は
そ
の
月
分
を
翌
月
の
給
料
日
に

支
給
す
る
。
 

２
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

附
 
則
 

１
・
２
 
（
略
）
 

附
 
則
 

１
・
２
 
（
略
）
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（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
対
処
す
る
た
め
の
感
染
症
防
疫
業
務
従
事
職
員
の
手

当
の
特
例
）
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３
 

職
員

が
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

を
指

定
感

染
症

と
し

て
定

め
る

等
の

政
令

（
令
和
２
年
政
令
第
11
号
。
以
下
「
政
令
」
と
い
う
。
）
第
１
条
に
規
定
す
る
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
（
以
下
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
」
と
い
う
。
）
の
患
者
を

収
容
す
る
病
院
又
は
宿
泊
施
設
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
場
所
と
し
て
市
長
が
指
定
す
る

も
の
に
お
い
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
か
ら
市
民
の
生
命
及
び
健
康
を
保
護
す

る
た
め
に
緊
急
に
行
わ
れ
る
措
置
に
係
る
作
業
で
あ
っ
て
市
長
が
指
定
す
る
も
の
に
従
事

し
た
と
き
は
、
政
令
第
２
条
に
規
定
す
る
期
間
に
限
り
、
感
染
症
防
疫
業
務
従
事
職
員
手

当
を
支
給
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
３
条
の
規
定
は
適
用
し
な
い
。
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４
 
前
項
に
規
定
す
る
作
業
に
従
事
し
た
場
合
に
お
け
る
手
当
の
額
は
、
当
該
作
業
に
従
事

し
た
日
１
日
に
つ
き
、
3,
00
0円

（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
患
者
若
し
く
は
そ
の

疑
い
の
あ
る
者
の
身
体
に
接
触
し
、
又
は
こ
れ
ら
の
者
に
長
時
間
に
わ
た
り
接
し
て
行
う

作
業
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
作
業
と
し
て
市
長
が
指
定
す
る
も
の
に
従
事
し
た
場
合
に

あ
っ
て
は
、
4,
00
0円

）
と
す
る
。
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ロ
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ウ
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ス

感
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症
に

対
処

す
る

た
め

の
感

染
症

病
棟

等
勤

務
手

当
の

特

1



現
 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
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例
）
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５
 

公
立

宍
粟

総
合

病
院

又
は

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

等
（

以
下

「
病

院
等

」
と

い

う
。
）
に
勤
務
す
る
医
師
又
は
看
護
業
務
の
補
助
に
従
事
す
る
職
員
が
、
病
院
等
の
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
病
棟
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
区
域
に
お
い
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
患
者
の
診
療
又
は
看
護
業
務
の
補
助
に
従
事
し
た
と
き
は
、
政
令
第
２

条
に
規
定
す
る
期
間
に
限
り
、
感
染
症
病
棟
等
勤
務
手
当
を
支
給
す
る
。
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６
 
前
項
に
規
定
す
る
業
務
に
従
事
し
た
場
合
に
お
け
る
手
当
の
額
は
、
当
該
業
務
に
従
事

し
た
日
１
日
に
つ
き
、
そ
の
者
の
現
に
受
け
る
給
料
（
短
時
間
で
勤
務
す
る
会
計
年
度
任

用
職
員
に
あ
っ
て
は
報
酬
）
の
月
額
に
10
0分

の
４
を
乗
じ
て
得
た
額
に
２
を
乗
じ
て
得
た

額
を
21
で
除
し
て
得
た
額
と
す
る
。
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新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
対
処
す
る
た
め
の
感
染
症
患
者
看
護
業
務
手
当
の
特

例
）
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７
 
病
院
等
に
勤
務
す
る
看
護
師
（
准
看
護
師
を
含
む
。
）
で
あ
る
職
員
の
う
ち
、
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
病
棟
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
区
域
に
お
い
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
の
患
者
の
看
護
に
従
事
し
た
と
き
は
、
政
令
第
２
条
に
規
定
す
る
期
間
に
限

り
、
感
染
症
患
者
看
護
業
務
手
当
を
支
給
す
る
。
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８
 
前
項
に
規
定
す
る
業
務
に
従
事
し
た
場
合
に
お
け
る
手
当
の
額
は
、
月
額
21
,5
00
円
と

し
、
そ
の
支
給
割
合
は
、
第
14
条
の
規
定
に
よ
る
。
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第６３号議案 

 

宍粟市スポーツ施設条例の一部改正について             

 

宍粟市スポーツ施設条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定したいの

で、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第１号の規定により、議

会の議決を求める。 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                       宍粟市長 福 元 晶 三  

 

 

 



宍粟市条例第 号 

 

宍粟市スポーツ施設条例の一部を改正する条例 

 

宍粟市スポーツ施設条例（平成17年宍粟市条例第195号）の一部を次のように改正する。 

別表第３の３ スポニックパーク一宮の表中 

「 

温水プール 

（フリータイム） 

利用区分 

使用料 

大人（高校生以

上） 

子供（中学生

以下） 

親子（各１人

で２人） 

１回（２時間） 500円 300円 700円 

回数券（11回分・有効

期間１年） 

5,000円 3,000円 7,000円 

年間会費

一括料金 

個人会員 12,000円 6,000円  

家族会員 10,000円 4,000円  

法人会員 60,000円（無記名会員５人分） 

温水プール 

（スイミングスクール） 

入会金 1,500円 1,000円 1,700円 

年会費 1,500円 1,000円 1,700円 

 週１回 5,000円 4,000円 6,000円 

月会費 
週２回 6,000円 5,000円 8,000円 

週３回 ― 円 6,000円 ― 円 

 週４回 ― 円 6,500円 ― 円 

○スイミングスクールは、10時から20時30分までとする。 

                                         」 

を 

「 

温水プール 

（フリータイム） 

利用区分 

使用料 

大人（高校生以

上） 

子供（中学生

以下） 

親子（各１人

で２人） 

１回（２時間） 500円 300円 700円 

回数券（11回分・有効

期間１年） 

5,000円 3,000円 7,000円 

年間会費

一括料金 

個人会員 12,000円 6,000円  

家族会員 10,000円 4,000円  

法人会員 60,000円（無記名会員５人分） 

1



」 

に改め、別表第３の７ 宍粟市千種Ｂ＆Ｇ海洋センターの表中 

「 

温水プール 

（フリータイム）

１回（２時間） 500円 300円 700円 

回数券（11回分・

有効期間１年） 

5,000円 3,000円 7,000円 

年間会

費一括

料金 

個人会員 12,000円 6,000円 ― 円 

家族会員 10,000円 4,000円 ― 円 

法人会員 60,000円（無記名会員５人分） 

温水プール 

（スイミングスクール） 

入会金 1,500円 1,000円 1,700円 

年会費 1,500円 1,000円 1,700円 

週１回 5,000円 4,000円 6,000円 

月会費 
週２回 6,000円 5,000円 8,000円 

週３回 ― 円 6,000円 ― 円 

週４回 ― 円 6,500円 ― 円 

○スイミングスクールは、10時から20時30分までとする。

」 

を 

「 

温水プール 

（フリータイム）

１回（２時間） 500円 300円 700円 

回数券（11回分・

有効期間１年） 

5,000円 3,000円 7,000円 

年間会

費一括

料金 

個人会員 12,000円 6,000円 ― 円 

家族会員 10,000円 4,000円 ― 円 

法人会員 60,000円（無記名会員５人分） 

」 

に改める。 

  附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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宍
粟
市
ス
ポ
ー
ツ
施
設
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
 
新
旧
対
照
条
文
 

現
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

別
表

第
３
（
第
1
0条

関
係
）
 

別
表
第
３
（
第
1
0条

関
係
）
 

１
・
２
 
（
略
）
 

１
・
２
 
（
略
）
 

３
 

ス
ポ
ニ
ッ
ク
パ

ー
ク

一
宮
 

３
 
ス
ポ
ニ
ッ
ク
パ
ー
ク
一
宮
 

（
略
）
 

（
略
）
 

温
水
プ
ー
ル
 

（
フ
リ
ー
タ
イ
ム
）

利
用
区
分
 

使
用
料
 

温
水
プ
ー
ル
 

（
フ
リ
ー
タ
イ
ム
）

利
用
区
分
 

使
用
料
 

大
人
（
高
校

生
以
上
）
 

子
供
（
中
学

生
以
下
）
 

親
子
（
各
１

人
で
２
人
）
  

大
人
（
高
校

生
以
上
）
 

子
供
（
中
学

生
以
下
）
 

親
子
（
各
１

人
で
２
人
）
  

１
回
（
２
時
間
）
 

5
0
0
円
 

3
0
0
円
 

7
0
0
円
  

１
回
（
２
時
間
）
 

5
0
0
円
 

3
0
0
円
 

7
0
0
円
  

回
数
券
（

1
1回

分
・

有
効
期
間
１
年
）
 

5
,
0
0
0円

 
3
,
0
0
0円

 
7
,
0
0
0円

  
回
数
券
（

1
1回

分
・

有
効
期
間
１
年
）
 

5
,
0
0
0円

 
3
,
0
0
0円

 
7
,
0
0
0円

  

年
間
会
費

一
括
料
金
 個

人
会
員
 

1
2
,
0
0
0円

 
6
,
0
0
0円

 
年
間
会
費

一
括
料
金
 個

人
会
員
 

1
2
,
0
0
0円

 
6
,
0
0
0円

 

家
族
会
員
 

1
0
,
0
0
0円

 
4
,
0
0
0円

 
家
族
会
員
 

1
0
,
0
0
0円

 
4
,
0
0
0円

 

法
人
会
員
 6
0
,
0
0
0円

（
無
記
名
会
員
５
人
分
）
 

法
人
会
員
 6
0
,
0
0
0円

（
無
記
名
会
員
５
人
分
）
 

温
水
プ
ー
ル
 

（
ス
イ
ミ
ン
グ
ス
ク
ー

ル
）
 

入
会
金
 

1
,
5
0
0円

 
1
,
0
0
0円

 
1
,
7
0
0円

  
そ
の
他
設
備
備
品
 

別
に
教
育
委
員
会
が
定
め
る
額
 

年
会
費
 

1
,
5
0
0円

 
1
,
0
0
0円

 
1
,
7
0
0円

  

週
１
回
 

5
,
0
0
0円

 
4
,
0
0
0円

 
6
,
0
0
0円

  

月
会
費
 

週
２
回
 

6
,
0
0
0円

 
5
,
0
0
0円

 
8
,
0
0
0円

  

週
３
回
 

―
 
円
 

6
,
0
0
0円

 
―
 
円
  

週
４
回
 

―
 
円
 

6
,
5
0
0円

 
―
 
円
  

○
ス
イ
ミ
ン
グ
ス
ク
ー
ル
は
、
1
0
時
か

ら
2
0
時
3
0
分
ま
で
と
す
る
。

そ
の
他
設
備
備
品
 

別
に
教
育
委
員
会
が
定
め

る
額
 

４
～
６
 
（
略
）
 

４
～
６
 
（
略
）
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現
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

７
 

宍
粟
市
千
種
Ｂ
＆
Ｇ
海
洋
セ
ン
タ
ー
 

７
 
宍
粟
市
千
種
Ｂ
＆
Ｇ
海
洋
セ
ン
タ
ー
 

施
設
区
分
 

利
用
区
分
 

使
用
料
 

施
設
区
分
 

利
用
区
分
 

使
用
料
 

大
人
（
高
校

生
以
上
）
 

子
供
（
中
学

生
以
下
）
 

親
子
（
各
１
人

で
２
人
）
 

 
大
人
（
高
校

生
以
上
）
 

子
供
（
中
学

生
以
下
）
 

親
子
（
各
１
人

で
２
人
）
 

 

温
水
プ
ー
ル
 

（
フ
リ
ー
タ
イ
ム
）
 １

回
（
２
時
間
）
 

5
0
0
円
 

3
0
0
円
 

7
0
0
円
  

温
水
プ
ー
ル
 

（
フ
リ
ー
タ
イ
ム
）
 １

回
（
２
時
間
）
 

5
0
0
円
 

3
0
0
円
 

7
0
0
円
  

回
数
券
（

1
1
回

分
・

有
効
期
間
１
年
）
 

5
,
0
0
0円

 
3
,
0
0
0円

 
7
,
0
0
0円

  
回
数
券
（
1
1
回
分

・

有
効
期
間
１
年
）
 

5
,
0
0
0円

 
3
,
0
0
0円

 
7
,
0
0
0円

  

年
間
会
費

一
括
料
金
 個

人
会

員
 

1
2
,
0
0
0円

 
6
,
0
0
0円

 
―
 
円
  

年
間
会
費

一
括
料
金
 個

人
会

員
 

1
2
,
0
0
0円

 
6
,
0
0
0円

 
―
 
円
  

家
族
会

員
 

1
0
,
0
0
0円

 
4
,
0
0
0円

 
―
 
円
  

家
族
会

員
 

1
0
,
0
0
0円

 
4
,
0
0
0円

 
―
 
円
  

法
人
会

員
 

6
0
,
0
0
0円

（
無
記
名
会
員
５
人
分
）
 

法
人
会

員
 

6
0
,
0
0
0円

（
無
記
名
会
員
５
人
分
）
 

温
水
プ
ー
ル
 

（
ス
イ
ミ
ン
グ
ス
ク

ー
ル
）
 

入
会
金
 

1
,
5
0
0円

 
1
,
0
0
0円

 
1
,
7
0
0円

  
そ
の
他
設
備
備
品
 
別
に
教
育
委
員
会
が
定
め
る
額
 

年
会
費
 

1
,
5
0
0円

 
1
,
0
0
0円

 
1
,
7
0
0円

  

週
１
回
 

5
,
0
0
0円

 
4
,
0
0
0円

 
6
,
0
0
0円

  

月
会
費
 

週
２
回
 

6
,
0
0
0円

 
5
,
0
0
0円

 
8
,
0
0
0円

  

週
３
回
 

―
 
円
 

6
,
0
0
0円

 
―
 
円
  

週
４
回
 

―
 
円
 

6
,
5
0
0円

 
―
 
円
  

○
ス
イ
ミ
ン
グ
ス
ク
ー
ル
は
、
1
0
時
か

ら
2
0
時
3
0
分
ま
で
と
す
る
。

そ
の
他
設
備
備
品
 
別
に
教
育
委
員
会
が
定
め
る
額
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第６４号議案 

宍粟市福祉医療費助成条例及び宍粟市母子家庭等医療費の助成に 

関する条例の一部改正について 

 宍粟市福祉医療費助成条例及び宍粟市母子家庭等医療費の助成に関する条例

の一部を改正する条例を別紙のとおり制定したいので、地方自治法（昭和22年

法律第67号）第96条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和２年５月２９日提出 

宍粟市長 福 元 晶 三 



宍粟市条例第 号 

宍粟市福祉医療費助成条例及び宍粟市母子家庭等医療費の助成に関する条例の一部 

を改正する条例 

 （宍粟市福祉医療費助成条例の一部改正） 

第１条 宍粟市福祉医療費助成条例（平成17年宍粟市条例第92号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第７号中「規定する合計所得金額」の次に「（所得税法第35条第２項に規定する公的

年金等の支給を受ける者については、当該合計所得金額から同項第１号に掲げる金額を控除し

て得た額）」を、「０とする」の次に「。以下同じ」を加える。 

  別表高齢期移行者の部区分Ⅰの項中「（地方税法第292条第１項第13号に規定する合計所得金

額をいい、その額が０を下回る場合は、０とする。）」を削り、同部区分Ⅱの項中「（地方税

法第292条第１項第13号に規定する合計所得金額をいい、その額が０を下回る場合には、０とす

る。）」を削る。 

（宍粟市母子家庭等医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第２条 宍粟市母子家庭等医療費の助成に関する条例（平成17年宍粟市条例第98号）の一部を次

のように改正する。 

第２条第10号中「規定する合計所得金額」の次に「（所得税法第35条第２項に規定する公的

年金等の支給を受ける者については、当該合計所得金額から同項第１号に掲げる金額を控除し

て得た額）」を加える。 

附 則  

この条例は、令和２年７月１日から施行する。 



新
旧
対
照
条
文
 

○
宍

粟
市
福
祉
医
療

費
助
成
条
例
の
一
部
改
正
【
第
１

条
に
よ
る
改
正
】

現
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

（
定
義
）
 

（
定
義
）
 

第
２

条
 

こ
の
条
例

に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

第
２
条
 
こ
の
条
例
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

(
１
)
～
(
６
) 

（
略

）
 

(
１
)
～
(
６
) 

（
略
）
 

(
７
)

低
所
得
者
 
市
町

村
民

税
世
帯

非
課

税
者

で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
属
す
る
世
帯
の
世

帯
主

及
び

す
べ

て
の

世
帯

員
が

医
療

保
険

各
法

の
給

付
が

行
わ

れ
た

月
の

属
す

る
年

の

前
年
（
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
が

１
月
か
ら
６
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て

は
、
前
々
年
と
す
る
。
以
下
同
じ
。
）
中
の
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
（
所
得
税
法
第

35

条
第
２
項
第
１
号
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
の
収

入
金
額
を
い
う
。
）
及
び
医
療
保
険
各

法
の
給

付
が
行

わ
れ
た

月
の
属
す
る

年
の
前
年
の
合

計
所
得
金
額

（
地
方
税
法
第

2
92

条

第
１

項
第

1
3
号

に
規

定
す

る
合

計
所

得
金

額
を

い
い

、
そ

の
額

が
０

を
下

回
る

場
合

に

は
、
０
と
す
る
。
）
の
合
計
額
が
8
0万

円
以
下
で

あ
る
者
を
い
う
。
 

(
７
)

低
所
得
者
 
市
町
村
民
税
世
帯
非
課
税
者
で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
属
す
る
世
帯
の
世

帯
主

及
び

す
べ

て
の

世
帯

員
が

医
療

保
険

各
法

の
給

付
が

行
わ

れ
た

月
の

属
す

る
年

の

前
年
（
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
が
１
月
か
ら
６
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て

は
、
前
々
年
と
す
る
。
以
下
同
じ
。
）
中
の
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
（
所
得
税
法
第

35

条
第
２
項
第
１
号
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
を
い
う
。
）
及
び
医
療
保
険
各

法
の
給

付
が
行
わ

れ
た

月
の
属
す
る

年
の
前
年
の
合

計
所
得
金
額

（
地
方
税
法
第

2
92

条

第
１
項
第
1
3号

に
規
定
す
る
合
計
所
得
金
額
（
所
得
税
法
第
3
5
条
第
２
項
に
規
定
す
る
公

的
年
金
等
の
支
給
を
受
け
る
者
に
つ
い

て
は
、
当
該
合
計
所
得
金
額
か
ら
同
項
第
１
号
に

掲
げ
る
金
額
を
控
除
し
て
得
た
額
）
を
い
い
、
そ
の
額
が
０
を

下
回
る
場
合
に
は
、
０
と

す
る
。
以
下
同
じ
。
）
の
合
計
額
が
8
0
万
円
以
下
で
あ
る
者
を
い
う
。
 

別
表

（
第
３
条
、
第
４
条
関
係
）
 

別
表
（
第
３
条
、
第
４
条
関
係
）
 

高
齢
期
移
行

者
 

区
分

Ⅰ
 

高
齢
期
移
行
者
が
次
に
掲
げ
る
要
件
の
す
べ
て
を
満
た
し

て
い
る
こ
と
。
 

１
 
医
療

保
険

各
法

の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
の
属
す
る
年
の

前
年
（
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
が
１
月
か

ら
６
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
前
々
年
と
す
る
。
以

下
同
じ
。
）
中
の
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
（
所
得
税
法

第
3
5
条
第
２
項
第
１
号
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
の
収
入

金
額
を
い
う
。
）
及
び
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ

た
月
の
属
す
る
年
の
前
年
の
合
計
所
得
金
額
（
地
方
税
法

第
2
9
2条

第
１

項
第
1
3号

に
規
定
す
る
合
計
所
得
金
額
を

高
齢
期
移
行

者
 

区
分

Ⅰ
 

高
齢
期
移
行
者
が
次
に
掲
げ
る
要
件
の
す
べ
て
を
満
た
し

て
い
る
こ
と
。
 

１
 
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
の
属
す
る
年
の

前
年
（
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
が
１
月
か

ら
６
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
前
々
年
と
す
る
。
以

下
同
じ
。
）
中
の
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
（
所
得
税
法

第
3
5
条
第
２
項
第
１
号
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
の
収
入

金
額
を
い
う
。
）
及
び
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ

た
月
の
属
す
る
年
の
前
年
の
合
計
所
得
金
額
の
合
計
額
が

8
0
万
円
以
下
で
あ
る
こ
と
。
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現
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

い
い
、
そ
の
額
が
０
を

下
回
る
場
合
は
、
０
と
す
る
。
）
の

合
計
額
が
8
0万

円
以
下
で
あ
る
こ
と
。
 

２
 
「
所
得
を
有
し
な
い
者
」
で
あ
る
こ
と
。
 

２
 
「
所
得
を
有
し
な
い
者
」
で
あ
る
こ
と
。
 

区
分

Ⅱ
 

高
齢
期
移
行
者
が
次
に
掲
げ
る
要
件
の
す
べ
て
を
満
た
し

て
い
る
こ
と
。
 

１
 
市
町

村
民

税
世

帯
非
課
税
者
で
あ
る
こ
と
。
 

２
 
医
療

保
険

各
法

の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
の
属
す
る
年
の

前
年
中
の
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
（
所
得
税
法
第
3
5
条

第
２
項
第
１
号
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
を

い
う
。
）
及
び
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
の

属
す
る
年
の
前
年
の
合
計
所
得
金
額
（
地
方
税
法
第
2
9
2

条
第
１
項
第
1
3
号
に
規
定
す
る
合
計
所
得
金
額
を
い
い
、

そ
の
額
が
０
を
下
回
る
場
合
に
は
、
０
と
す
る
。
）
の
合

計
額
が
8
0
万
円
以
下
で
あ
る
こ
と
。
 

３
 
要
介

護
認

定
等

に
係
る
介
護
認
定
審
査
会
に
よ
る
審
査

及
び
判
定
の
基
準
等
に
関
す
る
省
令
（
平
成
1
1年

厚
生
省

令
第
5
8号

）
第
１
条
第
２
号
か
ら
第
５
号
ま
で
の
い
ず
れ

か
の
認
定
を
受
け
て
い
る
こ
と
。
 

４
 
「
所
得
を
有
し
な
い
者
」
以
外
で
あ
る
こ
と
。
 

区
分

Ⅱ
 

高
齢
期
移
行
者
が
次
に
掲
げ
る
要
件
の
す
べ
て
を
満
た
し

て
い
る
こ
と
。
 

１
 
市
町
村
民
税
世
帯
非
課
税
者
で
あ
る
こ
と
。
 

２
 
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
の
属
す
る
年
の

前
年
中
の
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
（
所
得
税
法
第
3
5
条

第
２
項
第
１
号
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
を

い
う
。
）
及
び
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
の

属
す
る
年
の
前
年
の
合
計
所
得
金
額
の
合
計
額
が
8
0万

円

以
下
で
あ
る
こ
と
。
 

３
 
要
介
護
認
定
等
に
係
る
介
護
認
定
審
査
会
に
よ
る
審
査

及
び
判
定
の
基
準
等
に
関
す
る
省
令
（
平
成
1
1年

厚
生
省

令
第
5
8号

）
第
１
条
第
２
号
か
ら
第
５
号
ま
で
の
い
ず
れ

か
の
認
定
を
受
け
て
い
る
こ
と
。
 

４
 
「
所
得
を
有
し
な
い
者
」
以
外
で
あ
る
こ
と
。
 

（
略
) 

（
略
）
 

○
宍

粟
市
母
子
家
庭

等
医
療
費
の
助
成
に
関
す
る
条
例

の
一
部
改
正
【
第
２
条
に
よ
る
改
正
】

現
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

（
定
義
）
 

（
定
義
）
 

第
２

条
 

こ
の
条
例

に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
用
語
の
定
義
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 
第
２
条
 
こ
の
条
例
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
用
語
の
定
義
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

(
１
)
～
(
９
) 

（
略

）
 

(
１
)
～
(
９
) 

（
略
）
 

(
1
0
)

低
所

得
者

 
そ

の
属

す
る

世
帯

の
世

帯
主

及
び

全
て

の
世

帯
員

が
医

療
保

険
各
法

の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
の
属
す
る
年
度
（
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
が
４
月

(
1
0
)

低
所

得
者

 
そ

の
属

す
る

世
帯

の
世

帯
主

及
び

全
て

の
世

帯
員

が
医

療
保

険
各
法

の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
の
属
す
る
年
度
（
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
が
４
月
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現
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

か
ら
６

月
ま
で

の
間
に
あ

っ
て
は
、

前
年
度
）
分
の
地

方
税
法
（

昭
和
2
5
年
法
律
第

2
2
6

号
）
の

規
定
に

よ
る
市
町

村
民
税
（

同
法
第

32
8
条
の
規
定
に
よ
っ

て
課
す
る
所
得
割

を

除
く
。
）
が
課
さ
れ
て
い
な
い
者
（
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
当
該
市
町

村
民
税

を
免
除

さ
れ
た
者

並
び
に
同

法
第
2
9
2
条
第
１
項
第
1
1
号
イ

中
「
夫
と
死
別
し

、

若
し

く
は

夫
と

離
婚

し
た

後
婚

姻
を

し
て

い
な

い
者

又
は

夫
の

生
死

の
明

ら
か

で
な

い

者
で
政
令
で
定
め
る
も
の
」
と
あ
る
の
を
「
婚
姻
に
よ
ら
な
い
で
母
と
な
っ
た
女
子
で
あ

っ
て
、

現
に
婚

姻
を
し
て

い
な
い
も

の
」
と
読
み
替
え

た
場
合
に

同
法
第

29
5
条
第
１

項

（
第
２
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
以
下
こ
の
号
に

お
い
て
同
じ
。
）
の
規
定
に
よ
り
当
該

市
町
村

民
税
が

課
さ
れ
な

い
こ
と
と

な
る
者
及
び
同
法

第
29
2
条
第

１
項
第

12
号
中
「

妻

と
死
別
し
、
若
し

く
は

妻
と
離

婚
し
た

後
婚

姻
を
し
て
い
な
い
者
又
は
妻
の
生
死
の
明
ら

か
で
な
い
者
で
政
令
で
定
め
る
も
の
」
と
あ
る
の
を
「
婚
姻
に
よ
ら
な
い
で
父
と
な
っ
た

男
子
で

あ
っ
て

、
現
に
婚

姻
を
し
て

い
な
い
も
の
」
と

読
み
替
え

た
場
合
に
同
法
第

2
9
5

条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
市
町
村
民
税
が
課

さ
れ
な
い
こ
と
と
な
る
者
を
含
む

。
）

で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
属
す
る
世
帯
の
世
帯
主
及
び
全
て
の
世
帯
員
が
医
療
保
険
各
法
の

給
付
が
行
わ
れ
た
月
の
属
す
る
年
の
前
年
（
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
が
１

月
か
ら
６
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
前
々
年
と
す
る
。
以
下
同
じ
。
）
中
の
公
的
年

金
等
の
収
入
金
額
（
所
得
税
法
（
昭
和
4
0年

法
律
第
33
号
）
第

3
5条

第
２
項
第
１
号
に
規

定
す
る
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
を
い
う
。
）
及
び
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ
た

月
の
属

す
る
年

の
前
年
の

合
計
所
得

金
額
（
地
方
税
法

第
29
2
条
第

１
項
第

13
号
に
規

定

す
る
合
計
所
得
金
額
を
い
い
、
そ
の
額
が
０
を
下
回
る
場
合
に
は
、
０
と
す
る
。
）
の
合

計
額
が
8
0
万
円

以
下

で
あ
る
者
を
い
う
。
 

か
ら
６

月
ま
で
の

間
に
あ

っ
て
は
、

前
年
度
）
分
の
地

方
税
法
（

昭
和
2
5
年
法
律
第

2
2
6

号
）
の

規
定
に
よ

る
市
町

村
民
税
（

同
法
第

32
8
条
の
規
定
に
よ
っ

て
課
す
る
所
得
割

を

除
く
。
）
が
課
さ
れ
て
い
な
い
者
（
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
当
該
市
町

村
民
税

を
免
除
さ

れ
た
者

並
び
に
同

法
第
2
9
2
条
第
１
項
第
1
1
号
イ

中
「
夫
と
死
別
し

、

若
し

く
は

夫
と

離
婚

し
た

後
婚

姻
を

し
て

い
な

い
者

又
は

夫
の

生
死

の
明

ら
か

で
な

い

者
で
政
令
で
定
め
る
も
の
」
と
あ
る
の
を
「
婚
姻
に
よ
ら
な
い
で
母
と
な
っ
た
女
子
で
あ

っ
て
、

現
に
婚
姻

を
し
て

い
な
い
も

の
」
と
読
み
替
え

た
場
合
に

同
法
第

29
5
条
第
１

項

（
第
２
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
規
定
に
よ
り
当
該

市
町
村

民
税
が
課

さ
れ
な

い
こ
と
と

な
る
者
及
び
同
法

第
29
2
条
第

１
項
第

12
号
中
「

妻

と
死
別
し
、
若
し

く
は
妻
と
離
婚
し
た
後
婚
姻
を
し
て
い
な
い
者
又
は
妻
の
生
死
の
明
ら

か
で
な
い
者
で
政
令
で
定
め
る
も
の
」
と
あ
る
の
を
「
婚
姻
に
よ
ら
な
い
で
父
と
な
っ
た

男
子
で

あ
っ
て
、

現
に
婚

姻
を
し
て

い
な
い
も
の
」
と

読
み
替
え

た
場
合
に
同
法
第

2
9
5

条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
市
町
村
民
税
が
課
さ
れ
な
い
こ
と
と
な
る
者
を
含
む
。
）

で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
属
す
る
世
帯
の
世
帯
主
及
び
全
て
の
世
帯
員
が
医
療
保
険
各
法
の

給
付
が
行
わ
れ
た
月
の
属
す
る
年
の
前
年
（
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ
た
月
が
１

月
か
ら
６
月
ま
で
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
前
々
年
と
す
る
。
以
下
同
じ
。
）
中
の
公
的
年

金
等
の
収
入
金
額
（
所
得
税
法
（
昭
和
4
0年

法
律
第
33
号
）
第

3
5条

第
２
項
第
１
号
に
規

定
す
る
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
を
い
う
。
）
及
び
医
療
保
険
各
法
の
給
付
が
行
わ
れ
た

月
の
属

す
る
年
の

前
年
の

合
計
所
得

金
額
（
地
方
税
法

第
29
2
条
第

１
項
第

13
号
に
規

定

す
る
合
計
所
得
金
額
（
所
得
税
法
第
3
5
条
第
２
項
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
の
支
給
を
受

け
る
者
に

つ
い
て
は
、
当
該
合
計
所
得
金
額
か
ら
同
項
第
１
号
に
掲
げ
る
金
額
を
控
除
し

て
得
た
額
）
を
い
い
、
そ
の
額
が
０
を
下
回
る
場
合
に
は
、
０
と
す
る
。
）
の
合
計
額
が

8
0
万
円
以
下
で
あ
る
者
を
い
う
。
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第６５号議案 

 

   宍粟市税条例の一部改正について 

 

 宍粟市税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定したいので、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第１号の規定により、議会の議決を

求める。 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      宍粟市長 福 元 晶 三 

 

 



宍粟市条例第 号 

 

   宍粟市税条例の一部を改正する条例 

 

（宍粟市税条例の一部改正） 

第１条 宍粟市税条例（平成17年宍粟市条例第81号）の一部を次のように改正する。 

第24条第１項第２号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。 

第34条の２中「第12項」を「第11項」に、「寡婦（寡夫）控除額」を「寡婦控除額、ひとり

親控除額」に、「第７項」を「第６項」に改める。 

第36条の２第１項ただし書中「第314条の２第５項」を「第314条の２第４項」に改める。 

第94条第２項に次のただし書を加える。 

ただし、１本当たりの重量が0.7グラム未満の葉巻たばこの本数の算定については、当該葉

巻たばこの１本をもって紙巻たばこの0.7本に換算するものとする。 

第94条第４項中「左欄に掲げる製造たばこ」の次に「（同項ただし書に規定する葉巻たばこ

を除く。）」を加える。 

附則第３条の２第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合（平均

貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する平均貸付割合をいう。次項に

おいて同じ。）」に、「この条において同じ」を「この項において同じ」に改め、「（以下この

条において「特例基準割合適用年」という。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「その

年」に、「特例基準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改め、同条第２項中「特例基準割合

適用年中」を「各年の平均貸付割合に年0.5パーセントの割合を加算した割合が年7.3パーセン

トの割合に満たない場合には、その年中」に、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、

「特例基準割合と」を「当該加算した割合と」に改める。 

附則第４条第１項中「特例基準割合」を「加算した割合」に改める。 

附則第10条中「法附則第15条から第15条の３の２まで」の次に「、第61条又は第62条」を、

「又は附則第15条から第15条の３の２まで」の次に「、第61条若しくは第62条」を加える。 

附則第10条の２に次の１項を加える。 

18 法附則第62条に規定する市町村の条例で定める割合は零とする。 

  附則第15条の２中「令和２年９月30日」を「令和３年３月31日」に改める。 

附則第17条第１項中「第35条の２第１項」の次に「、第35条の３第１項」を加える。 

附則第17条の２第３項中「第35条の２」を「第35条の３」に改める。 

 附則に次の１条を加える。 

  （新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続等） 

第23条 第９条第７項の規定は、法附則第59条第３項において準用する法第15条の２第８項に

規定する条例で定める期間について準用する。 

第２条 宍粟市税条例の一部を次のように改正する。 
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第19条中「第321条の８第22項及び第23項」を「第321条の８第34項及び第35項」に、「にお

いては」を「には」に、「によって」を「により」に改め、同条第５号中「、第４項又は第19

項」を「又は第31項」に改める。 

第20条中「及び第４項」を削り、「並びに」を「及び」に改める。 

第23条第３項中「規定する収益事業」の次に「（以下この項及び第31条第２項の表第１号に

おいて「収益事業」という。）」を加え、「第31条第２項の表第１号」を「同号」に、「第48条

第10項から第12項まで」を「第48条第９項から第16項まで」に改める。 

第31条第２項の表第１号オ中「第292条第１項第４号の５」を「第292条第１項第４号の２」

に改め、同条第３項中「、同項第２号の連結事業年度開始の日から６か月の期間若しくは同項

第３号の連結法人税額の課税標準の算定期間又は同項第４号」を「若しくは同項第２号の期間

又は同項第３号」に改める。 

第48条第１項中「第４項、第19項、第22項及び第23項」を「第31項、第34項及び第35項」に、

「第10項、第11項及び第13項」を「第９項、第10項及び第12項」に、「第４項、第19項及び第23

項」を「第31項及び第35項」に、「同条第22項」を「同条第34項」に、「第３項」を「第２項後

段」に改め、同条第２項中「第66条の７第５項及び第11項又は第68条の91第４項及び第10項」

を「第66条の７第４項及び第10項」に、「第321条の８第24項」を「第321条の８第36項」に改

め、同条第３項中「第66条の９の３第４項及び第10項又は第68条の93の３第４項及び第10項」

を「第66条の９の３第３項及び第９項」に、「第321条の８第25項」を「第321条の８第37項」に

改め、同条第４項中「第321条の８第26項」を「第321条の８第38項」に改め、同条第５項中「第

321条の８第22項」を「第321条の８第34項」に、「同条第21項」を「同条第33項」に、「、第４

項又は第19項」を「又は第31項」に、「同条第23項」を「同条第35項」に改め、同条第６項中

「、第４項又は第19項」を「又は第31項」に、「同条第22項」を「同条第34項」に、「第321条

の８第23項」を「第321条の８第35項」に改め、同条第７項中「第321条の８第22項」を「第321

条の８第34項」に、「、第４項又は第19項」を「又は第31項」に改め、同項第２号中「第321条

の８第23項」を「第321条の８第35項」に改め、同条第９項を削り、同条第10項中「第321条の８

第42項」を「第321条の８第52項」に、「同条第42項」を「同条第52項」に、「第12項」を「第

11項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第11項を同条第10項とし、同条第12項中「第10項」

を「第９項」に改め、同項を同条第11項とし、同条第13項中「第10項」を「第９項」に、「第75

条の４第２項」を「第75条の５第２項」に改め、同項を同条第12項とし、同条第14項を同条第

13項とし、同条第15項中「第13項」を「第12項」に、「第10項」を「第９項」に改め、同項を同

条第14項とし、同条第16項中「第13項前段」を「第12項前段」に、「第321条の８第51項」を「第

321条の８第61項」に、「第10項」を「第９項」に改め、同項を同条第15項とし、同条第17項中

「第13項後段」を「第12項後段」に、「第15項」を「第14項」に、「第75条の４第３項若しくは

第６項（同法第81条の24の３第２項において準用する場合を含む。）」を「第75条の５第３項

若しくは第６項」に、「第10項」を「第９項」に改め、同項を同条第16項とする。 

第50条第２項中「、第４項又は第19項」を「又は第31項」に、「同条第23項」を「同条第35
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項」に、「、第２項又は第４項」を「又は第２項」に改め、同条第３項中「、第４項又は第19

項」を「又は第31項」に改め、「（同条第２項又は第４項に規定する申告書を提出すべき法人が

連結子法人の場合には、当該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人税

法第２条第12号の６の７に規定する連結親法人をいう。以下この項において同じ。）若しくは

連結完全支配関係があった連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に係る

更正若しくは決定を受けたこと。次項第２号において同じ。）」を削り、同条第４項中「、第４

項又は第19項」を「又は第31項」に改める。 

第52条第４項から第６項までを削る。 

第94条第２項ただし書中「0.7グラム」を「１グラム」に、「0.7本」を「１本」に改める。 

附則第３条の２第２項中「及び第４項」を削る。 

附則第10条中「第61条又は第62条」を「第63条又は第64条」に、「第61条若しくは第62条」を

「第63条若しくは第64条」に改める。 

附則第10条の２第18項中「附則第62条」を「附則第64条」に改める。 

附則に次の２条を加える。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） 

 第24条 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関

係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第25号。次条において「新型コロナウイルス

感染症特例法」という。）第５条第４項に規定する指定行事のうち、市長が指定するものの

中止若しくは延期又はその規模の縮小により生じた当該指定行事の入場料金、参加料金その

他の対価の払戻しを請求する権利の全部又は一部の放棄を同条第１項に規定する指定期間内

にした場合には、当該納税義務者がその放棄した日の属する年中に法附則第60条第４項に規

定する市町村放棄払戻請求権相当額の法第314条の７第１項第３号に掲げる寄附金を支出し

たものとみなして、第34条の７の規定を適用する。 

  （新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 

 第25条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染症特例法第６条

第４項の規定の適用を受けた場合における附則第７条の３の２第１項の規定の適用について

は、同項中「令和15年度」とあるのは、「令和16年度」とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

 (１) 第１条中宍粟市税条例第94条第２項にただし書を加える改正規定及び同条第４項の改

正規定並びに附則第５条の規定 令和２年10月１日 

 (２) 第１条中宍粟市税条例第24条第１項第２号、第34条の２及び第36条の２第１項ただし書

の改正規定並びに同条例附則第３条の２、第４条第１項、第17条第１項及び第17条の２第３

項の改正規定並びに第２条中宍粟市税条例附則第10条、第10条の２第18項の改正規定並びに
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同条例附則に２条を加える改正規定並びに次条及び附則第３条の規定 令和３年１月１日 

 (３) 第２条中宍粟市税条例第94条第２項ただし書の改正規定及び附則第７条の規定 令和

３年10月１日 

 (４) 第２条（前２号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第４条の規定 令和４年４月１日 

（延滞金に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の宍粟市税条例（以下「新条例」という。）附則第３条の２

の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日以後の期間に対応する延滞金について適用し、

同日前の期間に対応する延滞金については、なお従前の例による。 

（市民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第24条第１項（第２号に係る部分に限る。）、第34条の２及び第36条の２第１項

の規定は、令和３年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和２年度分までの個人

の市民税については、なお従前の例による。 

２ 令和３年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第36条の２第１項の規定の

適用については、同項ただし書中「地震保険料控除額」とあるのは、「地震保険料控除額、ひ

とり親控除額（地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による

改正前の法（以下この項において「旧法」という。）第292条第１項第11号に規定する寡婦（旧

法第314条の２第３項の規定に該当するものに限る。）又は旧法第292条第１項第12号に規定す

る寡夫である第23条第１項第１号に掲げる者に係るものを除く。）」とする。 

第４条 附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の宍粟市税条例の規定中法人の市民税に

関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この条において「４号施行日」という。）

以後に開始する事業年度（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）第３条の

規定（同法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改正前の法人税法（昭和40

年法律第34号。以下この条において「４年旧法人税法」という。）第２条第12号の７に規定す

る連結子法人（次項において「連結子法人」という。）の連結親法人事業年度（４年旧法人税

法第15条の２第１項に規定する連結親法人事業年度をいう。次項において同じ。）が４号施行

日前に開始した事業年度を除く。）分の法人の市民税について適用する。 

２ ４号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が４号施行日前に開始

した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び４号施行日前に開始した連結事業年度（４年旧

法人税法第15条の２第１項に規定する連結事業年度をいう。以下この項において同じ。）（連

結子法人の連結親法人事業年度が４号施行日前に開始した連結事業年度を含む。）分の法人の

市民税については、なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第５条 附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった葉巻たば

こに係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

第６条 附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった葉巻たば

こに係る市たばこ税については、なお従前の例による。 
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条
例
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部
を
改
正
す
る
条
例
【
第
１
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に
よ
る
改
正
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現
 
 
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

（
個
人
の
市
民
税
の
非
課
税
の
範
囲
）
 

（
個
人
の
市
民
税
の
非
課
税
の
範
囲
）
 

第
2
4
条
 
次
の
各
号

の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
に
対
し
て
は
、
市
民
税
（
第
２
号
に
該
当
す

る
者
に
あ
っ
て
は
、
第
53
条
の
２
の
規
定
に
よ
り
課
す
る
所
得
割
（
以
下
「
分
離
課
税
に
係

る
所
得
割
」
と
い

う
。
）
を
除

く
。
）
を
課

さ
な

い
。
た
だ
し
、
法
の
施
行
地
に
住
所
を
有

し
な
い
者
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

第
2
4
条
 
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
に
対
し
て
は
、
市
民
税
（
第
２
号
に
該
当
す

る
者
に
あ
っ
て
は
、
第
53
条
の
２
の
規
定
に
よ
り
課
す
る
所
得
割
（
以
下
「
分
離
課
税
に
係

る
所
得
割
」
と
い
う
。
）
を
除
く
。
）
を
課
さ
な
い
。
た
だ
し
、
法
の
施
行
地
に
住
所
を
有

し
な
い
者
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

(
１
)
 
（
略
）
 

(
１
)
 
（
略
）
 

(
２
)
 
障
害
者
、
未
成
年
者
、
寡
婦
又
は
寡
夫
（
こ
れ
ら
の
者
の
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が

1
2
5
万
円
を
超
え
る

場
合

を
除
く

。
）
 

(
２
)
 
障
害
者
、
未

成
年
者
、
寡
婦
又
は
ひ
と
り
親
（
こ
れ
ら
の
者
の
前
年
の
合
計
所
得
金

額
が
1
25
万
円
を
超
え
る
場
合
を
除
く
。
）
 

２
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

（
所
得
控
除
）
 

（
所
得
控
除
）
 

第
34
条
の

２
 
所
得

割
の
納
税
義
務
者

が
法
第

31
4
条

の
２
第
１
項
各

号
の
い
ず
れ
か
に
掲

げ

る
者
に
該

当
す
る
場

合
に

は
、
同
条

第
１

項
及

び
第
３
項
か
ら
第
1
2
項
ま
で
の
規
定
に
よ
り

雑
損
控
除
額
、
医
療
費
控
除
額
、
社
会
保
険
料
控
除
額
、
小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除
額
、

生
命
保
険
料
控
除
額
、
地
震
保
険
料
控
除
額
、
障
害
者
控
除
額
、
寡
婦
（
寡
夫
）
控
除
額
、

勤
労
学
生
控
除
額
、
配
偶
者
控
除
額
、
配
偶
者
特
別
控
除
額
又
は
扶
養
控
除
額
を
、
所
得
割

の
納
税
義
務
者
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
２
項
、
第
７
項
及
び
第
1
2項

の
規
定
に
よ
り
基
礎
控

除
額
を
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
者
の
前
年
の
所
得
に
つ
い
て
算
定
し
た
総
所
得
金
額
、
退
職
所
得
金

額
又
は
山
林
所
得
金
額
か
ら
控
除
す
る
。
 

第
34
条
の

２
 
所
得
割

の
納
税
義
務
者

が
法
第

31
4
条
の
２
第
１
項
各

号
の
い
ず
れ
か
に
掲

げ

る
者
に
該

当
す
る
場
合
に
は
、
同
条
第
１
項
及
び
第
３
項
か
ら
第
1
1
項
ま
で
の
規
定
に
よ
り

雑
損
控
除
額
、
医
療
費
控
除
額
、
社
会
保
険
料
控
除
額
、
小
規
模
企
業
共
済

等
掛
金
控
除
額
、

生
命
保
険
料
控
除
額
、
地
震
保
険
料
控
除
額
、
障
害
者
控
除
額
、
寡
婦
控
除
額
、
ひ
と
り
親

控
除
額
、
勤
労
学
生
控
除
額
、
配
偶
者
控
除
額
、
配
偶
者
特
別
控
除
額
又
は
扶
養
控
除
額
を
、

所
得
割
の
納
税
義
務
者
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
２
項
、
第
６
項
及
び
第
1
1
項
の
規
定
に
よ
り

基
礎
控
除
額
を
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
者
の
前
年
の
所
得
に
つ
い
て
算
定
し
た
総
所
得
金
額
、
退
職

所
得
金
額
又
は
山
林
所
得
金
額
か
ら
控
除
す
る
。
 

（
市
民
税
の
申
告
）
 

（
市
民
税
の
申
告
）
 

第
3
6
条
の
２
 
第
2
3
条
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
者
は

、
３
月
1
5日

ま
で
に
、
施
行
規
則
第
５

号
の
４
様
式
（
別
表
）
に
よ
る
申
告
書
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
た
だ
し
、

法
第

3
17
条
の

６
第
１
項
又
は
第
４
項

の
規
定
に
よ

り
給
与
支
払
報

告
書
又
は
公
的
年
金
等

支
払

報
告

書
を

提
出

す
る

義
務

が
あ

る
者

か
ら

１
月

１
日

現
在

に
お

い
て

給
与

又
は

公
的

年
金

等
の

支
払

を
受

け
て

い
る

者
で

前
年

中
に

お
い

て
給

与
所

得
以

外
の

所
得

又
は

公
的

年
金
等
に
係
る
所
得
以
外
の
所
得
を
有
し
な
か
っ
た
者
（
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
以
外
の

第
3
6
条
の
２
 
第
2
3
条
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る
者
は
、
３
月
1
5日

ま
で
に
、
施
行
規
則
第
５

号
の
４
様
式
（
別
表
）
に
よ
る
申
告
書
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、

法
第

3
17
条
の

６
第
１
項
又
は
第
４
項

の
規
定
に
よ
り
給
与
支
払

報
告
書
又
は
公
的
年
金
等

支
払

報
告

書
を

提
出

す
る

義
務

が
あ

る
者

か
ら

１
月

１
日

現
在

に
お

い
て

給
与

又
は

公
的

年
金

等
の

支
払

を
受

け
て

い
る

者
で

前
年

中
に

お
い

て
給

与
所

得
以

外
の

所
得

又
は

公
的

年
金
等
に
係
る
所
得
以
外
の
所
得
を
有
し
な
か
っ
た
者
（
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
以
外
の
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現
 
 
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

所
得
を
有
し
な
か
っ
た
者
で
社
会
保
険
料
控
除
額
（
令
第
48
条
の
９
の
７
に
規
定
す
る
も
の

を
除
く
。
）
、
小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除
額
、
生
命
保
険
料
控
除
額
、
地
震
保
険
料
控

除
額
、
勤
労
学
生
控
除
額
、
配
偶
者
特
別
控
除
額
（
所
得
税
法
第
２
条
第
１
項
第
3
3
号
の
４

に
規
定
す

る
源
泉

控
除
対
象
配
偶
者
に

係
る
も
の

を
除
く
。
）
若
し

く
は
法
第

3
14
条

の
２

第
５

項
に

規
定

す
る

扶
養

控
除

額
の

控
除

又
は

こ
れ

ら
と

併
せ

て
雑

損
控

除
額

若
し

く
は

医
療
費

控
除
額
の

控
除
、
法
第

3
13
条
第
８

項
に
規

定
す
る
純
損
失

の
金
額
の
控
除
、
同
条

第
９

項
に

規
定

す
る

純
損

失
若

し
く

は
雑

損
失

の
金

額
の

控
除

若
し

く
は

第
3
4
条

の
７

第

１
項
（
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
寄
附
金
（
特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
第
２
条
第
３
項
に
規
定

す
る

認
定

特
定

非
営

利
活

動
法

人
及

び
同

条
第

４
項

に
規

定
す

る
特

例
認

定
特

定
非

営
利

活
動
法
人
に
対
す
る
も
の
を
除
く
。
第
６
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）

及
び
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
控
除
す
べ
き
金
額
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
寄
附
金
税
額
控

除
額
」
と
い
う
。
）
の
控
除
を
受
け
よ
う
と
す
る
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
給

与
所
得
等
以
外
の
所
得
を
有
し
な
か
っ
た
者
」
と
い
う
。
）
及
び
第
2
4条

第
２
項
に
規
定
す

る
者
（
施
行
規
則
第
２
条
の
２
第
１
項
の
表
の
上
欄
の
（
二
）
に
掲
げ
る
者
を
除
く
。
）
に

つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

所
得
を
有
し
な
か
っ
た
者
で
社
会
保
険
料
控
除
額
（
令
第
48
条
の
９
の
７
に
規
定
す
る
も
の

を
除
く
。
）
、
小
規

模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除
額
、
生
命
保
険
料
控
除
額
、
地
震
保
険
料
控

除
額
、
勤
労
学
生
控
除
額
、
配
偶
者
特
別
控
除
額
（
所
得
税
法
第
２
条
第
１
項
第
3
3
号
の
４

に
規
定
す

る
源
泉
控

除
対
象
配
偶
者
に

係
る
も
の
を
除
く
。
）
若
し

く
は
法
第

3
14
条

の
２

第
４

項
に

規
定

す
る

扶
養

控
除

額
の

控
除

又
は

こ
れ

ら
と

併
せ

て
雑

損
控

除
額

若
し

く
は

医
療
費

控
除
額
の
控

除
、
法
第

3
13
条
第
８

項
に
規
定
す
る
純
損
失

の
金
額
の
控
除
、
同
条

第
９

項
に

規
定

す
る

純
損

失
若

し
く

は
雑

損
失

の
金

額
の

控
除

若
し

く
は

第
3
4
条

の
７

第

１
項
（
同
項
第
２
号

に
掲
げ
る
寄
附
金
（
特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
第
２
条
第
３
項
に
規
定

す
る

認
定

特
定

非
営

利
活

動
法

人
及

び
同

条
第

４
項

に
規

定
す

る
特

例
認

定
特

定
非

営
利

活
動
法
人
に
対
す
る
も
の
を
除
く
。
第
６
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）

及
び
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
控
除
す
べ
き
金
額
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
寄
附
金
税
額
控

除
額
」
と
い
う
。
）
の

控
除
を
受
け
よ
う
と
す
る
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
給

与
所
得
等
以
外
の
所
得
を
有
し
な
か
っ
た
者
」
と
い
う
。
）
及
び
第
2
4条

第
２
項
に
規
定
す

る
者
（
施
行
規
則
第

２
条
の
２
第
１
項
の
表
の
上
欄
の
（
二
）
に
掲
げ
る
者
を
除
く
。
）
に

つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

２
～
1
0 

（
略
）
 

２
～
1
0 

（
略
）
 

（
た
ば
こ
税
の
課
税
標
準
）
 

（
た
ば
こ
税
の
課
税
標
準
）
 

第
9
4
条
 
（
略
）
 

第
9
4
条
 
（
略
）
 

２
 

前
項
の
製
造
た
ば
こ
（
加
熱
式
た
ば
こ
を
除
く
。
）
の
本
数
は
、
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に

よ
る
も
の
と
し
、
次
の
表
の
左
欄
に
掲
げ
る
製
造
た
ば
こ
の
本
数
の
算
定
に
つ
い
て
は
、
同

欄
の
区
分

に
応
じ
、
そ

れ
ぞ
れ
同
表
の
右
欄
に
定
め
る
重
量
を
も
っ
て
紙
巻
た
ば
こ
の
１
本

に
換
算
す
る
も
の
と
す
る
。
 

２
 
前
項
の
製
造
た
ば
こ
（
加
熱
式
た
ば
こ
を
除
く
。
）
の
本
数
は
、
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に

よ
る
も
の
と
し
、
次
の
表
の
左
欄
に
掲
げ
る
製
造
た
ば
こ
の
本
数
の
算
定
に
つ
い
て
は
、
同

欄
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
右
欄
に
定
め
る
重
量
を
も
っ
て
紙
巻
た
ば
こ
の
１
本

に
換
算
す

る
も
の
と

す
る
。

た
だ
し
、

１
本
当
た
り
の
重
量
が

0
.7
グ
ラ
ム

未
満
の
葉
巻
た

ば
こ

の
本

数
の

算
定

に
つ

い
て

は
、

当
該

葉
巻

た
ば

こ
の

１
本

を
も

っ
て

紙
巻

た
ば

こ
の

0
.
7
本
に
換
算
す
る
も
の
と
す
る
。
 

 
（
略
）
 

 
 

（
略
）
 

 

３
 
（
略
）
 

３
 
（
略
）
 

４
 

第
２

項
の

表
の

左
欄

に
掲

げ
る

製
造

た
ば

こ
の

重
量

を
紙

巻
た

ば
こ

の
本

数
に

換
算

す

る
場

合
又

は
前

項
第

１
号

に
掲

げ
る

方
法

に
よ

り
同

号
に

規
定

す
る

加
熱

式
た

ば
こ

の
重

４
 
第
２
項
の
表
の
左
欄
に
掲
げ
る
製
造
た
ば
こ
（
同
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
葉
巻
た
ば
こ

を
除
く
。
）
の
重
量
を
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
換
算
す
る
場
合
又
は
前
項
第
１
号
に
掲
げ
る

2
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量
を
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
換
算
す
る
場
合
に
お
け
る
計
算
は
、
売
渡
し
等
に
係
る
製
造
た

ば
こ

の
品

目
ご

と
の

１
個

当
た

り
の

重
量

に
当

該
製

造
た

ば
こ

の
品

目
ご

と
の

数
量

を
乗

じ
て
得
た
重
量
を
第
9
2条

に
掲

げ
る
製

造
た

ば
こ

の
区
分
ご
と
に
合
計
し
、
そ
の
合
計
重
量

を
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
換
算
す
る
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。
 

方
法

に
よ

り
同

号
に

規
定

す
る

加
熱

式
た

ば
こ

の
重

量
を

紙
巻

た
ば

こ
の

本
数

に
換

算
す

る
場
合
に
お
け
る
計
算
は
、
売
渡
し
等
に
係
る
製
造
た
ば
こ
の
品
目
ご
と
の
１
個
当
た
り
の

重
量

に
当

該
製

造
た

ば
こ

の
品

目
ご

と
の

数
量

を
乗

じ
て

得
た

重
量

を
第

9
2
条

に
掲

げ
る

製
造
た
ば
こ
の
区
分
ご
と
に
合
計
し
、
そ
の
合
計
重
量
を
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に
換
算
す
る

方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。
 

５
～
1
0 

（
略
）
 

５
～
1
0 

（
略
）
 

 
 

 
附
 
則
 

 
 
 
附
 
則
 

（
延
滞
金
の
割
合
等
の
特
例
）
 

（
延
滞
金
の
割
合
等
の
特
例
）
 

第
３

条
の
２
 
当
分

の
間

、
第
1
9
条
、

第
4
3
条
第

２
項
、
第
4
8
条
第
５
項
、
第
5
0条

第
２
項
、

第
5
3
条
の

1
2第

２
項
、
第
7
2条

第
２
項
、
第
9
8条

第
５
項
、
第
1
01
条
第
２
項
、
第
1
3
9条

第

２
項
（
第
1
4
0条

の
７
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。
）
及
び
第
1
4
0条

第
２
項
（
第
1
40

条
の
７
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
延
滞
金
の
年
1
4.
6
パ
ー
セ
ン
ト

の
割
合
及

び
年
7
.
3
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合

は
、
こ
れ

ら
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
各
年
の

特

例
基
準
割
合
（
当
該
年
の
前
年
に
租
税
特
別
措
置
法
第
9
3条

第
２
項
の
規
定
に
よ
り
告
示
さ

れ
た
割
合
に
年
１
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
加
算
し
た
場
合
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

同
じ

。
）
が
年

7
.3
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
に

満
た
な
い
場
合
に
は
、
そ
の

年
（
以
下
こ

の
条

に
お
い
て
「
特
例
基
準
割
合
適
用
年
」
と
い
う
。
）
中
に
お
い
て
は
、
年
1
4
.6
パ
ー
セ
ン
ト

の
割
合
に
あ
っ
て
は

当
該
特
例
基
準
割
合
適
用
年

に
お
け
る

特
例
基
準
割
合
に

年
7
.3
パ
ー

セ
ン
ト
の

割
合
を

加
算
し
た
割
合
と
し

、
年
7
.
3
パ

ー
セ
ン
ト
の
割
合

に
あ
っ
て
は
当
該

特

例
基

準
割

合
に

年
１

パ
ー

セ
ン

ト
の

割
合

を
加

算
し

た
割

合
（

当
該

加
算

し
た

割
合

が
年

7
.
3
パ
ー
セ
ン
ト
の

割
合

を
超
え

る
場
合

に
は

、
年
7
.3
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
）
と
す
る
。
 

第
３
条
の
２
 
当
分
の
間
、
第
1
9
条
、
第
4
3
条
第
２
項
、
第
4
8
条
第
５
項
、
第
5
0条

第
２
項
、

第
5
3
条
の
1
2第

２
項

、
第
7
2条

第
２
項
、
第
9
8条

第
５
項
、
第
1
01
条
第
２
項
、
第
1
3
9条

第

２
項
（
第
1
4
0条

の
７
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
及
び
第
1
4
0条

第
２
項
（
第
1
40

条
の
７
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
延
滞
金
の
年
1
4.
6
パ
ー
セ
ン
ト

の
割
合
及

び
年
7
.
3
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合

は
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
各
年
の

延

滞
金
特
例
基
準
割
合
（
平
均
貸
付
割
合
（
租
税
特
別
措
置
法
第
9
3条

第
２
項
に
規
定
す
る
平

均
貸
付
割
合
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
年
１
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
加
算
し
た

場
合
を
い
う

。
以
下
こ
の

項
に
お
い
て
同

じ
。
）
が
年

7
.3
パ
ー
セ
ン
ト

の
割
合
に
満
た
な

い
場
合
に

は
、
そ
の
年
中
に
お
い
て
は
、
年
1
4
.6
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
に
あ
っ
て
は
そ
の
年

に
お
け
る

延
滞
金
特

例
基
準
割
合
に

年
7.
3
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
加
算
し

た
割
合
と
し
、

年
7
.3
パ
ー
セ
ン
ト
の

割
合
に
あ
っ
て
は
当

該
延
滞
金
特

例
基
準
割
合
に

年
１
パ
ー
セ

ン
ト

の
割
合

を
加
算
し
た

割
合
（
当
該
加

算
し
た
割
合
が
年

7
.3
パ
ー
セ

ン
ト
の
割
合
を
超
え
る

場
合
に
は
、
年
7
.3
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合

）
と
す
る
。
 

２
 
当
分

の
間
、
第

52
条
第
１
項
及
び

第
４
項
に
規
定
す
る
延
滞
金

の
年
7
.
3
パ
ー
セ
ン
ト

の

割
合
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
特
例
基
準
割
合
適
用
年
中
に
お
い
て
は
、
当
該

特
例
基
準
割
合
適
用
年
に
お
け
る
特
例
基
準
割
合
と
す
る
。
 

２
 
当
分

の
間
、
第

52
条
第
１
項
及
び

第
４
項
に
規
定
す
る
延
滞
金

の
年
7
.
3
パ
ー
セ
ン
ト

の

割
合
は
、

こ
れ
ら
の

規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、

各
年

の
平
均
貸
付
割
合

に
年
0
.
5
パ
ー
セ
ン
ト

の
割
合

を
加
算
し
た

割
合
が
年

7
.3
パ
ー
セ

ン
ト
の
割
合
に
満
た
な

い
場
合
に
は
、
そ
の
年

中
に
お
い
て
は
、
そ
の
年
に
お
け
る
当
該
加
算
し
た
割
合
と
す
る
。
 

（
納
期
限
の
延
長
に
係
る
延
滞
金
の
特
例
）
 

（
納
期
限
の
延
長
に
係
る
延
滞
金
の
特
例
）
 

第
４

条
 
当
分
の
間
、
日
本
銀
行
法
（
平
成
９
年
法
律

第
89
号
）
第
1
5条

第
１
項
（
第
１
号
に

係
る
部

分
に
限
る

。
）
の
規
定
に
よ

り
定
め
ら
れ

る
商
業
手
形
の

基
準
割
引
率
が
年

5
.5
パ

第
４
条
 
当
分
の
間
、
日
本
銀
行
法
（
平
成
９
年
法
律
第
89
号
）
第
1
5条

第
１
項
（
第
１
号
に

係
る
部

分
に
限
る
。

）
の
規
定
に
よ

り
定
め
ら
れ
る
商
業
手
形
の

基
準
割
引
率
が
年

5
.5
パ

3
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ー
セ
ン

ト
を
超
え

て
定
め
ら
れ
る
日

か
ら
そ
の
後

年
5
.5
パ
ー
セ
ン

ト
以
下
に
定
め
ら
れ
る

日
の
前
日
ま
で
の
期
間
（
当
該
期
間
内
に
前
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
第
5
2条

第
１
項
及
び

第
４

項
に

規
定

す
る

延
滞

金
の

割
合

を
前

条
第

２
項

に
規

定
す

る
特

例
基

準
割

合
と

す
る

年
に
含
ま
れ
る
期
間
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
期
間
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特

例
期
間

」
と
い
う

。
）
内
（
法
人
税

法
第
7
5
条
の

２
第
１
項
（
同

法
第
1
4
4
条
の
８
に
お
い

て
準
用

す
る
場
合

を
含
む
。
）
の
規

定
に
よ
り
延

長
さ
れ
た
法
第

3
21
条

の
８
第
１
項
に
規

定
す

る
申

告
書

の
提

出
期

限
又

は
法

人
税

法
第

8
1
条

の
2
4
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

延
長

さ

れ
た

法
第

3
21

条
の

８
第

４
項

に
規

定
す

る
申

告
書

の
提

出
期

限
が

当
該

年
5
.
5
パ

ー
セ

ン

ト
以

下
に

定
め

ら
れ

る
日

以
後

に
到

来
す

る
こ

と
と

な
る

市
民

税
に

係
る

申
告

基
準

日
が

特
例

期
間

内
に

到
来

す
る

場
合

に
お

け
る

当
該

市
民

税
に

係
る

第
5
2
条

の
規

定
に

よ
る

延

滞
金
に

あ
っ
て
は

、
当
該
年

5.
5
パ
ー

セ
ン
ト
を
超
え
て
定
め
ら
れ

る
日
か
ら
当
該
延
長
さ

れ
た
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
の
期
間
内
）
は
、
特
例
期
間
内
に
そ
の
申
告
基
準
日
の
到
来

す
る
市

民
税
に
係

る
第

52
条
第
１
項

及
び
第
４
項

に
規
定
す
る
延

滞
金
の
年

7.
3
パ
ー
セ
ン

ト
の
割

合
は
、
こ

れ
ら
の
規
定
及
び

前
条
第
２
項

の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
当
該
年

7
.3
パ

ー
セ

ン
ト

の
割

合
と

当
該

申
告

基
準

日
に

お
け

る
当

該
商

業
手

形
の

基
準

割
引

率
の

う
ち

年
5
.5
パ
ー
セ

ン
ト
の
割
合
を
超
え
る

部
分
の
割
合

を
年

0
.
25

パ
ー
セ
ン
ト
の
割

合
で
除
し

て
得

た
数

を
年

0
.7
3
パ

ー
セ

ン
ト

の
割

合
に

乗
じ

て
計

算
し

た
割

合
と

を
合

計
し

た
割
合

（
当
該
合
計
し
た
割
合
が
年
12
.
7
7
5パ

ー
セ

ン
ト

の
割
合
を
超
え
る
場
合
に
は
、
年
1
2.
7
75

パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
）
と
す
る
。
 

ー
セ
ン

ト
を
超
え
て

定
め
ら
れ
る
日

か
ら
そ
の
後
年

5
.5
パ
ー
セ
ン

ト
以
下
に
定
め
ら
れ
る

日
の
前
日
ま
で
の
期
間
（
当
該
期
間
内
に
前
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
第
5
2条

第
１
項
及
び

第
４

項
に

規
定

す
る

延
滞

金
の

割
合

を
前

条
第

２
項

に
規

定
す

る
加

算
し

た
割

合
と

す
る

年
に
含
ま
れ
る
期
間
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
期
間
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特

例
期
間

」
と
い
う
。

）
内
（
法
人
税

法
第
7
5
条
の
２
第
１
項
（
同

法
第
1
4
4
条
の
８
に
お
い

て
準
用

す
る
場
合
を

含
む
。
）
の
規

定
に
よ
り
延
長
さ
れ
た
法
第

3
21
条

の
８
第
１
項
に
規

定
す

る
申

告
書

の
提

出
期

限
又

は
法

人
税

法
第

8
1
条

の
2
4
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

延
長

さ

れ
た

法
第

3
21

条
の

８
第

４
項

に
規

定
す

る
申

告
書

の
提

出
期

限
が

当
該

年
5
.
5
パ

ー
セ

ン

ト
以

下
に

定
め

ら
れ

る
日

以
後

に
到

来
す

る
こ

と
と

な
る

市
民

税
に

係
る

申
告

基
準

日
が

特
例

期
間

内
に

到
来

す
る

場
合

に
お

け
る

当
該

市
民

税
に

係
る

第
5
2
条

の
規

定
に

よ
る

延

滞
金
に

あ
っ
て
は
、

当
該
年

5.
5
パ
ー

セ
ン
ト
を
超
え
て
定
め
ら
れ

る
日
か
ら
当
該
延
長
さ

れ
た
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
の
期
間
内
）
は
、
特
例
期
間
内
に
そ
の
申
告
基
準
日
の
到
来

す
る
市

民
税
に
係
る

第
52
条
第
１
項

及
び
第
４
項
に
規
定
す
る
延

滞
金
の
年

7.
3
パ
ー
セ
ン

ト
の
割

合
は
、
こ
れ

ら
の
規
定
及
び

前
条
第
２
項
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
当
該
年

7
.3
パ

ー
セ

ン
ト

の
割

合
と

当
該

申
告

基
準

日
に

お
け

る
当

該
商

業
手

形
の

基
準

割
引

率
の

う
ち

年
5
.5
パ
ー
セ

ン
ト
の
割
合
を
超
え
る

部
分
の
割
合
を
年

0
.
25

パ
ー
セ
ン
ト
の
割

合
で
除
し

て
得

た
数

を
年

0
.7
3
パ

ー
セ

ン
ト

の
割

合
に

乗
じ

て
計

算
し

た
割

合
と

を
合

計
し

た
割
合

（
当
該
合
計
し
た
割
合
が
年
12
.
7
7
5パ

ー
セ
ン
ト
の
割
合
を
超
え
る
場
合
に
は
、
年
1
2.
7
75

パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
）
と
す
る
。
 

２
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

 
（
読
替
規
定
）
 

 
（
読
替
規
定
）
 

第
1
0
条

 
法

附
則

第
1
5
条

か
ら

第
15

条
の

３
の

２
ま

で
の

規
定

の
適

用
が

あ
る

各
年

度
分

の

固
定
資
産
税
に
限
り
、
第
6
1条

第
８
項
中
「
又
は
第

34
9
条
の
３
の
４
か
ら
第
3
4
9条

の
５
ま

で
」
と
あ
る
の
は
、
「
若
し
く
は
第
3
4
9条

の
３

の
４
か
ら
第
3
4
9条

の
５
ま
で
又
は
附
則
第

1
5
条
か
ら
第
1
5
条
の
３
の
２
ま
で
」
と
す
る
。
 

第
1
0
条
 
法
附
則
第
1
5条

か
ら
第
1
5条

の
３
の
２
ま
で
、
第
6
1
条
又
は
第
6
2条

の
規
定
の
適
用

が
あ
る

各
年
度
分
の

固
定
資
産
税
に

限
り
、
第

61
条
第
８
項
中
「

又
は
第

34
9
条
の
３
の
４

か
ら
第

3
49
条

の
５
ま

で
」
と
あ
る
の

は
、
「
若
し
く
は

第
34
9
条
の

３
の
４
か
ら
第

3
49
条

の
５
ま
で
又
は
附
則
第
1
5
条
か
ら
第
1
5
条
の
３
の
２
ま
で
、
第
6
1条

若
し
く
は
第
62
条
」
と

す
る
。
 

（
法
附
則
第
1
5
条
第
２
項
第
１
号
等
の
条
例
で
定
め
る
割
合
）
 

（
法
附
則
第
1
5
条
第

２
項
第
１
号
等
の
条
例
で
定
め
る
割
合
）
 

第
1
0
条
の
２
 
（
略

）
 

第
1
0
条
の
２
 
（
略
）
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２
～

1
7 

（
略
）
 

２
～
1
7 

（
略
）
 

 
1
8
 
法
附
則
第
6
2条

に
規
定
す
る
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
割
合
は
零
と
す
る
。
 

（
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
の
非
課
税
）
 

 
（
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
の
非
課
税
）
 

第
1
5
条

の
２

 
法

第
4
5
1
条

第
１

項
第

１
号

（
同

条
第

４
項

に
お

い
て

準
用

す
る

場
合

を
含

む
。
）
に
掲
げ
る
３
輪
以
上
の
軽
自
動
車
（
自
家
用
の
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
同
じ
。
）
に
対
し

て
は
、
当
該
３
輪
以
上
の
軽
自
動
車
の
取
得
が
令
和
元
年
1
0月

１
日
か

ら
令
和
２
年
９
月
3
0
日
ま

で
の

間
（
附

則
第
1
5条

の
６
第
３
項
に
お
い
て
「
特
定
期
間
」
と

い
う
。
）
に
行
わ
れ
た
と
き
に
限
り
、
第
8
0
条
第
１
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
軽
自
動
車

税
の
環
境
性
能
割
を
課
さ
な
い
。
 

第
1
5
条

の
２

 
法

第
4
5
1
条

第
１

項
第

１
号

（
同

条
第

４
項

に
お

い
て

準
用

す
る

場
合

を
含

む
。
）
に
掲
げ
る
３
輪
以
上
の
軽
自
動
車
（
自
家
用
の
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
同
じ
。
）
に
対
し
て
は
、
当
該
３
輪
以
上
の
軽
自
動
車
の
取
得
が
令
和
元
年
1
0月

１
日
か

ら
令
和
３
年
３
月
3
1
日
ま
で
の
間
（
附
則
第
1
5条

の
６
第
３
項
に
お
い
て
「
特
定
期
間
」
と

い
う
。
）
に
行
わ
れ
た
と
き
に
限
り
、
第
8
0
条
第
１
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
軽
自
動
車

税
の
環
境
性
能
割
を
課
さ
な
い
。
 

（
長
期
譲
渡
所
得
に
係
る
個
人
の
市
民
税
の
課
税
の
特
例
）
 

（
長
期
譲
渡
所
得
に
係
る
個
人
の
市
民
税
の
課
税
の
特
例
）
 

第
1
7
条
 
当
分
の
間
、
所
得
割

の
納
税

義
務

者
が

前
年
中
に
租
税
特
別
措
置
法
第
3
1条

第
１
項

に
規
定
す
る
譲
渡
所
得
を
有
す
る
場
合
に
は
、
当
該
譲
渡
所
得
に
つ
い
て
は
、
第
33
条
及
び

第
3
4
条
の
３
の
規
定

に
か
か
わ

ら
ず
、
他
の

所
得

と
区
分
し
、
前
年
中
の
長
期
譲
渡
所
得
の

金
額
に
対

し
、
長
期

譲
渡

所
得

の
金
額
（
同

法
第
3
3条

の
４
第
１
項
若
し
く
は
第
２
項
、
第

3
4
条
第
１
項
、
第
3
4
条
の

２
第

１
項
、
第
3
4
条
の

３
第
１
項
、
第
3
5
条
第
１
項
、
第
3
5条

の

２
第
１
項
又
は
第
3
6
条
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
に
よ
り
同

法
第

31
条

第
１

項
に

規
定

す
る

長
期

譲
渡

所
得

の
金

額
か

ら
控

除
す

る
金

額
を

控
除

し
た

金
額
と
し
、
こ
れ
ら
の
金
額
に
つ
き
第
３
項
第
１
号
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ

る
第
3
4条

の
２
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
。
以
下
「
課
税
長

期
譲
渡

所
得
金
額

」
と
い
う
。
）
の

1
00
分

の
３
に

相
当
す
る
金
額

に
相
当
す
る
市
民
税
の

所
得
割
を
課
す
る
。
 

第
1
7
条
 
当
分
の
間
、
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
中
に
租
税
特
別
措
置
法
第
3
1条

第
１
項

に
規
定
す
る
譲
渡
所
得
を
有
す
る
場
合
に
は
、
当
該
譲
渡
所
得
に
つ
い
て
は
、
第
33
条
及
び

第
3
4
条
の
３
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
他
の
所
得
と
区
分
し
、
前
年
中
の
長
期
譲
渡
所
得
の

金
額
に
対
し
、
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
（
同
法
第
3
3条

の
４
第
１
項
若
し
く
は
第
２
項
、
第

3
4
条
第
１
項
、
第
3
4
条
の
２
第
１
項
、
第
3
4
条
の

３
第
１
項
、
第
3
5
条
第
１
項
、
第
3
5条

の

２
第
１
項
、
第
3
5条

の
３
第
１
項
又
は
第
3
6
条
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の

規
定

の
適

用
に

よ
り

同
法

第
3
1
条

第
１

項
に

規
定

す
る

長
期

譲
渡

所
得

の
金

額
か

ら
控

除

す
る
金
額
を
控
除
し
た
金
額
と
し
、
こ
れ
ら
の
金
額
に
つ
き
第
３
項
第
１
号
の
規
定
に
よ
り

読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
第
34
条
の
２
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後
の

金
額
。

以
下
「
課
税

長
期
譲
渡
所
得

金
額
」
と
い
う
。
）
の

1
00
分
の
３

に
相
当
す
る
金
額

に
相
当
す
る
市
民
税
の
所
得
割
を
課
す
る
。
 

２
・

３
 
（
略
）
 

２
・
３
 
（
略
）
 

（
優

良
住

宅
地

の
造

成
等

の
た

め
に

土
地

等
を

譲
渡

し
た

場
合

の
長

期
譲

渡
所

得
に

係
る

市
民
税
の
課
税
の
特
例
）
 

（
優

良
住

宅
地

の
造

成
等

の
た

め
に

土
地

等
を

譲
渡

し
た

場
合

の
長

期
譲

渡
所

得
に

係
る

市
民
税
の
課
税
の
特
例
）
 

第
1
7
条
の
２
 
（
略

）
 

第
1
7
条
の
２
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

３
 

第
１
項
（
前
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
場
合
に
お
い
て
、
所
得
割
の
納

税
義
務
者
が
、
そ
の
有
す
る
土
地
等
に
つ
き
、
租
税
特
別
措
置
法
第
3
3条

か
ら
第
3
3
条
の
４

３
 
第
１
項
（
前
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
場
合
に
お
い
て
、
所
得
割
の
納

税
義
務
者
が
、
そ
の

有
す
る
土
地
等
に
つ
き
、
租
税
特
別
措
置
法
第
3
3条

か
ら
第
3
3
条
の
４
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ま
で

、
第

3
4
条

か
ら

第
35

条
の

２
ま

で
、

第
36

条
の

２
、

第
3
6
条

の
５

、
第

3
7
条

、
第

37

条
の
４
か
ら
第
3
7条

の
６
ま
で
、
第
3
7条

の
８
又
は
第
3
7条

の
９
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る

と
き
は
、
当
該
土
地
等
の
譲
渡
は
、
第
１
項
に
規
定
す
る
優
良
住
宅
地
等
の
た
め
の
譲
渡
又

は
前

項
に

規
定

す
る

確
定

優
良

住
宅

地
等

予
定

地
の

た
め

の
譲

渡
に

該
当

し
な

い
も

の
と

み
な
す
。
 

ま
で

、
第

3
4
条

か
ら

第
35

条
の

３
ま

で
、

第
36

条
の

２
、

第
3
6
条

の
５

、
第

3
7
条

、
第

37

条
の
４
か
ら
第
3
7条

の
６
ま
で
、
第
3
7条

の
８
又
は
第
3
7条

の
９
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る

と
き
は
、
当
該
土
地

等
の
譲
渡
は
、
第
１
項
に
規
定
す
る
優
良
住
宅
地
等
の
た
め
の
譲
渡
又

は
前

項
に

規
定

す
る

確
定

優
良

住
宅

地
等

予
定

地
の

た
め

の
譲

渡
に

該
当

し
な

い
も

の
と

み
な
す
。
 

 
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
に
係
る
徴
収
猶
予
の
特
例
に
係
る
手
続
等
）
 

 
第

2
3
条

 
第

９
条

第
７

項
の

規
定

は
、

法
附

則
第

5
9
条

第
３

項
に

お
い

て
準

用
す

る
法

第
1
5

条
の
２
第
８
項
に
規
定
す
る
条
例
で
定
め
る
期
間
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
 

 

 〇
宍

粟
市
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
【
第
２
条
に
よ
る
改
正
】
 

現
 
 
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

（
納
期
限
後
に
納
付
し
、
又
は
納
入
す
る
税
金
又
は
納
入
金
に
係
る
延
滞
金
）
 

（
納
期
限
後
に
納
付
し
、
又
は
納
入
す
る
税
金
又
は
納
入
金
に
係
る
延
滞
金
）
 

第
1
9
条
 
納
税
者
又

は
特
別
徴
収
義
務
者
は
、
第
4
0条

、
第
4
6
条
、
第

46
条
の
２
若
し
く
は
第

4
6
条
の
５
（
第
5
3条

の
７
の
２
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

同
じ
。
）
、
第
4
7
条
の

４
第

１
項
（

第
47
条
の
５
第

３
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。

以
下
こ
の

条
に
お

い
て
同
じ
。
）
、
第

4
8
条
第
１

項
（
法

第
3
21
条
の
８
第

2
2
項
及
び
第

2
3

項
の
申
告
書
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
、
第
5
3条

の
７
、
第
6
7
条
、
第
8
1
条
の
６
第
１
項
、

第
8
3
条
第
２
項
、
第
9
8条

第
１
項
若
し
く
は
第
２
項
、
第
10
2
条
第
２
項
、
第
10
5
条
、
第
13
9

条
第
１

項
又
は
第

14
5
条
第
３
項
に
規

定
す
る
納
期
限
後
に
そ
の
税

金
を
納
付
し
、
又
は
納

入
金
を
納
入
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
税
額
又
は
納
入
金
額
に
そ
の
納
期
限
（
納
期
限

の
延
長
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
延
長
さ
れ
た
納
期
限
と
す
る
。
以
下
第
１
号
、
第
２
号
及

び
第
５
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
翌
日
か
ら
納
付
又
は
納
入
の
日
ま
で
の
期
間
の
日
数
に
応

じ
、
年
1
4
.
6パ

ー
セ
ン
ト
（
次
の
各
号
に
掲
げ
る
税
額
の
区
分
に
応
じ
、
第
１
号
か
ら
第
４

号
ま

で
に

掲
げ

る
期

間
並

び
に

第
５

号
及

び
第

６
号

に
定

め
る

日
ま

で
の

期
間

に
つ

い
て

は
、
年

7
.3
パ

ー
セ
ン
ト
）
の
割
合
を

乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
に
相

当
す
る
延
滞
金
額
を
加

算
し
て
納
付
書
に
よ
っ
て
納
付
し
、
又
は
納
入
書
に

よ
っ
て
納
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 第

1
9
条
 
納
税
者
又
は
特
別
徴
収
義
務
者
は
、
第
4
0条

、
第
4
6
条
、
第

46
条
の
２
若
し
く
は
第

4
6
条
の
５
（
第
5
3条

の
７
の
２
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

同
じ
。
）
、
第
4
7
条
の
４
第
１
項
（

第
47
条
の
５
第
３
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。

以
下
こ
の

条
に
お
い

て
同
じ
。
）
、
第

4
8
条
第
１
項
（
法

第
3
21
条
の
８
第

3
4
項
及
び
第

3
5

項
の
申
告
書
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
、
第
5
3条

の
７
、
第
6
7
条
、
第
8
1
条
の
６
第
１
項
、

第
8
3
条
第
２
項
、
第
9
8条

第
１
項
若
し
く
は
第
２
項
、
第
10
2
条
第
２
項
、
第
10
5
条
、
第
13
9

条
第
１

項
又
は
第

14
5
条
第
３
項
に
規

定
す
る
納
期
限
後
に
そ
の
税

金
を
納
付
し
、
又
は
納

入
金
を
納
入
す
る
場
合
に
は
、
当
該
税
額
又
は
納
入
金
額
に
そ
の
納
期
限
（
納
期
限
の
延
長

が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
延
長
さ
れ
た
納
期
限
と
す
る
。
以
下
第
１
号
、
第
２
号
及
び
第
５

号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
翌
日
か
ら
納
付
又
は
納
入
の
日
ま
で
の
期
間
の
日
数
に
応
じ
、
年

1
4
.
6
パ
ー
セ
ン
ト
（
次
の
各
号
に
掲
げ
る
税
額
の
区
分
に
応
じ
、
第
１
号
か
ら
第
４
号
ま
で

に
掲

げ
る

期
間

並
び

に
第

５
号

及
び

第
６

号
に

定
め

る
日

ま
で

の
期

間
に

つ
い

て
は

、
年

7
.
3
パ
ー
セ
ン

ト
）
の
割
合
を
乗
じ
て

計
算
し
た
金
額
に
相
当
す
る

延
滞
金
額
を
加
算
し
て

納
付
書
に
よ
り
納
付
し
、
又
は
納
入
書
に
よ
り
納
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

(
１
)
～
(
３
) 

（
略

）
  

(
１
)
～
(
３
) 

（
略
）
 

(
４
)
 
法
第
6
0
1条

第
３
項
若
し
く
は
第
４
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
6
0
2条

第
２
項
及
び

(
４
)
 
法
第
6
0
1条

第
３
項
若
し
く
は
第

４
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
6
0
2条

第
２
項
及
び

6



現
 
 
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

第
6
0
3条

の
２
の
２
第
２
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
6
03
条
第
３
項
又

は
第

6
03
条
の
２

第
５
項
の
規
定

に
よ
っ
て

徴
収

を
猶
予
し
た
税
額
 

当
該
猶
予
し
た

期

間
又
は
当
該
猶
予
し
た
期
間
の
末
日
の
翌
日
か
ら

１
か
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
期
間
 

第
6
0
3条

の
２
の
２
第
２
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
6
03
条
第
３
項
又

は
第

6
03
条
の
２

第
５
項
の
規
定

に
よ
り

徴
収
を
猶
予
し
た
税
額
 

当
該
猶
予
し
た
期

間

又
は
当
該
猶
予
し
た
期
間
の
末
日
の
翌
日
か
ら
１
か
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
期
間
 

(
５

)
 
第

48
条
第

１
項
の

申
告
書
（
法
第

3
21
条
の

８
第
１
項
、
第
２
項

、
第
４
項
又

は
第

1
9
項
の
規
定
に

よ
る
申
告
書
に
限
る
。
）
に
係
る
税
額
（
次
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

当
該
税
額
に
係
る
納
期
限
の
翌
日
か
ら
１
か
月
を

経
過
す
る
日
 

(
５

)
 
第

48
条
第
１

項
の
申
告
書
（
法
第

3
21
条
の
８
第

１
項
、
第
２
項

又
は
第

31
項

の
規

定
に
よ
る
申
告
書
に
限
る
。
）
に
係
る
税
額
（
次
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
 
当
該

税
額
に
係
る
納
期
限
の
翌
日
か
ら
１
か
月
を
経
過
す
る
日
 

(
６

)
 
第

48
条
第

１
項
の
申
告
書
（
法

第
32
1
条
の

８
第

22
項
及
び
第

23
項

の
申
告
書
を
除

く
。
）
で
そ
の
提

出
期

限
後
に

提
出
し

た
も

の
に
係
る
税
額
 
当
該
提
出
し
た
日
又
は
そ

の
日
の
翌
日
か
ら
１
か
月
を
経
過
す
る
日
 

(
６

)
 
第

48
条
第
１

項
の
申
告
書
（
法

第
32
1
条
の
８
第

34
項
及
び
第

35
項

の
申
告
書
を
除

く
。
）
で
そ
の
提

出
期
限
後
に
提
出
し
た
も
の
に
係
る
税
額
 
当
該
提
出
し
た
日
又
は
そ

の
日
の
翌
日
か
ら
１
か
月
を
経
過
す
る
日
 

（
年
当
た
り
の
割
合
の
基
礎
と
な
る
日
数
）
 

（
年
当
た
り
の
割
合
の
基
礎
と
な
る
日
数
）
 

第
2
0
条
 
前
条

、
第

4
3条

第
２
項
、
第
4
8条

第
５

項
、
第
50
条
第
２
項
、
第
52
条
第
１
項
及
び

第
４
項

、
第

53
条

の
1
2
第
２
項
、
第

72
条
第
２
項
、
第

98
条
第
５
項

、
第
1
0
1
条
第
２
項
、

第
1
3
9
条

第
２

項
並

び
に

第
14
0
条

第
２

項
の

規
定

に
定

め
る

延
滞

金
の

額
の

計
算

に
つ

き

こ
れ
ら
の
規
定
に
定
め
る
年
当
た
り
の
割
合
は
、
閏
(じ

ゅ
ん
)
年
の
日
を
含
む
期
間
に
つ
い

て
も
、
3
6
5日

当
た

り
の

割
合
と

す
る
。
 

第
2
0
条
 
前
条
、
第
4
3条

第
２
項
、
第
4
8条

第
５
項
、
第
50
条
第
２
項
、
第
5
2条

第
１
項
、
第

5
3
条
の
1
2
第
２
項
、
第
7
2
条
第
２
項
、
第
9
8
条
第
５
項
、
第
1
0
1条

第
２
項
、
第
13
9
条
第
２

項
及
び

第
1
40
条

第
２
項
の
規
定
に
定
め
る

延
滞
金
の
額
の
計
算
に
つ
き

こ
れ
ら
の
規
定
に

定
め
る
年

当
た
り
の

割
合
は
、
閏

(
じ
ゅ
ん
)
年
の

日
を
含
む
期
間
に

つ
い
て
も
、

36
5
日
当

た
り
の
割
合
と
す
る
。
 

（
市
民
税
の
納
税
義
務
者
等
）
 

（
市
民
税
の
納
税
義
務
者
等
）
 

第
2
3
条
 
（
略
）
 

第
2
3
条
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

３
 

法
人

で
な

い
社

団
又

は
財

団
で

代
表

者
又

は
管

理
人

の
定

め
が

あ
り

、
か

つ
、

令
第

4
7

条
に
規
定
す
る
収
益
事
業
を
行
う
も
の
（
当
該
社
団
又
は
財
団
で
収
益
事
業
を
廃
止
し
た
も

の
を
含
む
。
第
3
1条

第
２

項
の
表
第
１
号
に

お
い

て
「
人
格
の
な
い
社
団
等
」
と
い
う
。
）

又
は
法
人
課
税
信
託
の
引
受
け
を
行
う
も
の
は
、
法
人
と
み
な
し
て
、
こ
の
節
（
第
4
8条

第

1
0
項
か
ら
第
1
2
項
ま

で
を
除
く
。
）
の
規
定
中
法
人

の
市
民
税
に
関
す
る
規
定
を
適
用
す
る
。 

３
 

法
人

で
な

い
社

団
又

は
財

団
で

代
表

者
又

は
管

理
人

の
定

め
が

あ
り

、
か

つ
、

令
第

4
7

条
に
規
定
す
る
収
益
事
業
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
3
1条

第
２
項
の
表
第
１
号
に
お
い
て
「
収

益
事
業
」
と
い
う
。
）
を
行
う
も
の
（
当
該
社
団
又
は
財
団
で
収
益
事
業
を
廃
止
し
た
も
の

を
含
む
。
同
号
に
お

い
て
「
人
格
の
な
い
社
団
等
」
と
い
う
。
）
又
は
法
人
課
税
信
託
の
引

受
け
を
行
う
も
の
は
、
法
人
と
み
な
し
て
、
こ
の
節
（
第
48
条
第
９
項
か
ら
第
1
6項

ま
で
を

除
く
。
）
の
規
定
中
法
人
の
市
民
税
に
関
す
る
規
定
を
適
用
す
る
。
 

（
均
等
割
の
税
率
）
 

（
均
等
割
の
税
率
）
 

第
3
1
条
 
（
略
）
 

第
3
1
条
 
（
略
）
 

２
 
第
2
3
条
第
１
項

第
３
号
又
は
第
４
号
の
者
に
対
し
て
課
す
る
均
等
割
の
税
率
は
、
次
の
表

の
左
欄
に
掲
げ
る
法
人
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
右
欄
に
定
め
る
額
と
す
る
。
 

２
 
第
2
3
条
第
１
項
第
３
号
又
は
第
４
号
の
者
に
対
し
て
課
す
る
均
等
割
の
税
率
は
、
次
の
表

の
左
欄
に
掲
げ
る
法
人
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
右
欄
に
定
め
る
額
と
す
る
。
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法
人
の
区
分
 

税
率
 

 
 

法
人
の
区
分
 

税
率
 

 

 
(
１
)
 
次
に
掲

げ
る

法
人
 

年
額
 
５
万
円
 
 

 
(
１
)
 
次
に
掲
げ
る
法
人
 

年
額
 
５
万
円
 
 

 
ア
～
エ
 
（
略

）
 

 
 

 
ア
～
エ
 
（
略
）
 

 
 

 
オ
 

資
本
金
等

の
額
（
法
第
2
9
2
条

第
１

項
第
４
号
の
５
に
規
定

す
る
資
本
金
等
の
額
を
い
う
。
以
下
こ
の
表
及
び
第
４
項
に

お
い
て
同
じ
。
）
を
有
す
る
法
人
（
法
人
税
法
別
表
第
２
に

規
定
す
る
独
立
行
政
法
人
で
収
益
事
業
を
行
わ
な
い
も
の
及

び
エ
に
掲
げ
る
法
人
を
除
く
。
以
下
こ
の
表
及
び
第
４
項
に

お
い
て
同
じ
。
）
で
資
本
金
等
の
額
が
1
,0
0
0万

円
以
下
で
あ

る
も
の
の
う
ち
、
市
内
に
有
す
る
事
務
所
、
事
業
所
又
は
寮

等
の
従
業
者
（
俸
給
、
給
料
若
し
く
は
賞
与
又
は
こ
れ
ら
の

性
質
を
有
す
る
給
与
の
支
給
を
受
け
る
こ
と
と
さ
れ
る
役
員

を
含
む
。
）
の
数
の
合
計
数
（
次
号
か
ら
第
９
号
ま
で
に
お

い
て
「
従
業
者
数
の
合
計
数
」
と
い
う
。
）
が
5
0
人
以
下
の

も
の
 

 
 

 
オ
 
資
本
金
等
の
額
（
法
第
2
9
2
条
第
１
項
第
４
号
の
２
に
規
定

す
る
資
本
金
等
の
額
を
い
う
。
以
下
こ
の
表
及
び
第
４
項
に

お
い
て
同
じ
。
）
を
有
す
る
法
人
（
法
人
税
法
別
表
第
２
に

規
定
す
る
独
立
行
政
法
人
で
収
益
事
業
を
行
わ
な
い
も
の
及

び
エ
に
掲
げ
る
法
人
を
除
く
。
以
下
こ
の
表
及
び
第
４
項
に

お
い
て
同
じ
。
）
で
資
本
金
等
の
額
が
1
,0
0
0万

円
以
下
で
あ

る
も
の
の
う
ち
、
市
内
に
有
す
る
事
務
所
、
事
業
所
又
は
寮

等
の
従
業
者
（
俸
給
、
給
料
若
し
く
は
賞
与
又
は
こ
れ
ら
の

性
質
を
有
す
る
給
与
の
支
給
を
受
け
る
こ
と
と
さ
れ
る
役
員

を
含
む
。
）
の
数
の
合
計
数
（
次
号
か
ら
第
９
号
ま
で
に
お

い
て
「
従
業
者
数
の
合
計
数
」
と
い
う
。
）
が
5
0
人
以
下
の

も
の
 

 
 

 
（
略
）
 

 
 

（
略
）
 

 

３
 
前
項

に
定
め
る

均
等
割
の
額
は
、

当
該
均
等
割

の
額
に
、
法
第

3
12
条

第
３
項
第
１
号

の

法
人
税
額
の
課
税
標
準
の
算
定
期
間
、
同
項
第
２
号
の
連
結
事
業
年
度
開
始
の
日
か
ら
６
か

月
の

期
間

若
し

く
は

同
項

第
３

号
の

連
結

法
人

税
額

の
課

税
標

準
の

算
定

期
間

又
は

同
項

第
４
号
の
期
間
中
に
お
い
て
事
務
所
、
事
業
所
又
は

寮
等
を
有
し
て
い
た
月
数
を
乗
じ
て
得

た
額
を
1
2
で
除
し
て
算
定
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
け
る
月
数
は
、
暦
に
従
っ
て

計
算
し
、
１
か
月
に
満
た
な
い
と
き
は
１
か
月
と

し
、
１
か
月
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た

と
き
は
切
り
捨
て
る
。
 

３
 
前
項

に
定
め
る
均

等
割
の
額
は
、

当
該
均
等
割
の
額
に
、
法
第

3
12
条

第
３
項
第
１
号

の

法
人

税
額

の
課

税
標

準
の

算
定

期
間

若
し

く
は

同
項

第
２

号
の

期
間

又
は

同
項

第
３

号
の

期
間
中
に
お
い
て
事
務
所
、
事
業
所
又
は
寮
等
を
有
し
て
い
た
月
数
を
乗
じ
て
得
た
額
を

1
2

で
除
し
て
算
定
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
け
る
月
数
は
、
暦
に
従
っ
て
計
算
し
、

１
か
月
に
満
た
な
い
と
き
は
１
か
月
と
し
、
１
か
月
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
切

り
捨
て
る
。
 

４
 
（
略
）
 

４
 
（
略
）
 

（
法
人
の
市
民
税
の
申
告
納
付
）
 

（
法
人
の
市
民
税
の
申
告
納
付
）
 

第
48
条
 

市
民
税
を
申
告
納
付
す
る
義

務
が
あ
る
法

人
は
、
法
第

3
21
条
の

８
第
１
項
、
第

２

項
、

第
４

項
、

第
19
項

、
第

2
2
項

及
び

第
2
3
項

の
規

定
に

よ
る

申
告

書
（

第
10
項

、
第

1
1

項
及
び
第
1
3項

に
お

い
て
「
納

税
申
告

書
」
と

い
う
。
）
を
、
同
条
第
１
項
、
第
２
項
、
第

第
48
条
 

市
民
税
を
申
告
納
付
す
る
義

務
が
あ
る
法
人
は
、
法
第

3
21
条
の

８
第
１
項
、
第

２

項
、
第
3
1
項
、
第
34
項
及
び
第
3
5
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
（
第
９
項
、
第
10
項
及
び
第
1
2

項
に
お
い
て
「
納
税
申
告
書
」
と
い
う
。
）
を
、
同
条
第
１
項
、
第
２
項
、
第
3
1項

及
び
第

8



現
 
 
 

 
 
行
 

改
 
 
正
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４
項
、
第
1
9
項
及
び
第
2
3項

の
申
告
納
付
に
あ
っ
て
は
そ
れ
ぞ
れ
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
る
納

期
限
ま
で
に
、
同

条
第
22
項
の
申
告
納
付
に
あ
っ
て
は
遅
滞
な
く
市
長
に
提
出
し
、
及
び
そ

の
申

告
に

係
る

税
金

又
は

同
条

第
１

項
後

段
及

び
第

３
項

の
規

定
に

よ
り

提
出

が
あ

っ
た

も
の

と
み

な
さ

れ
る

申
告

書
に

係
る

税
金

を
施

行
規

則
第

2
2
号

の
４

様
式

に
よ

る
納

付
書

に
よ
り
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

3
5
項
の
申
告
納
付
に

あ
っ
て
は
そ
れ
ぞ
れ
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
る
納
期
限
ま
で
に
、
同
条
第

3
4
項
の
申
告
納
付
に

あ
っ
て
は
遅
滞
な
く
市
長
に
提
出
し
、
及
び
そ
の
申
告
に
係
る
税
金
又

は
同

条
第

１
項

後
段

及
び

第
２

項
後

段
の

規
定

に
よ

り
提

出
が

あ
っ

た
も

の
と

み
な

さ
れ

る
申

告
書

に
係

る
税

金
を

施
行

規
則

第
22

号
の

４
様

式
に

よ
る

納
付

書
に

よ
り

納
付

し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 

法
の
施
行
地
に
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
若
し
く
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
（
以
下
こ
の

条
に
お
い
て
「
内
国
法
人
」
と
い
う
。
）
が
、
租
税
特
別
措
置
法
第
6
6条

の
７
第
５
項
及
び

第
1
1
項
又
は
第
6
8条

の
9
1
第
４
項
及
び
第
1
0
項
の

規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
、
法
第

3
2
1
条
の
８
第

24
項

及
び
令

第
4
8
条
の

12
の
２
に
規

定
す
る
と
こ
ろ
に

よ
り
、
控
除
す
べ
き

額
を
前
項
の
規
定
に
よ
り
申
告
納
付
す
べ
き
法
人
税
割
額
か
ら
控
除
す
る
。
 

２
 
法
の
施
行
地
に
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
若
し
く
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
（
以
下
こ
の

条
に
お
い
て
「
内
国
法
人
」
と
い
う
。
）
が
、
租
税
特
別
措
置
法
第
6
6条

の
７
第
４
項
及
び

第
10
項

の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は

、
法
第

3
21
条
の
８
第

36
項

及
び
令
第

48
条
の

1
2
の
２
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
控
除
す
べ
き
額
を
前
項
の
規
定
に
よ
り
申
告
納
付
す

べ
き
法
人
税
割
額
か
ら
控
除
す
る
。
 

３
 
内
国
法
人
が
、
租

税
特
別

措
置
法
第
6
6
条
の

９
の
３
第
４
項
及

び
第
1
0項

又
は
第
68
条
の

9
3
の
３
第
４

項
及

び
第

10
項

の
規
定
の
適

用
を
受

け
る
場
合
に
は
、
法

第
3
21
条
の
８
第

2
5

項
及
び
令
第
4
8
条
の
1
2の

３
に

規
定
す

る
と

こ
ろ

に
よ
り
、
控
除
す
べ
き
額
を
第
１
項
の
規

定
に
よ
り
申
告
納
付
す
べ
き
法
人
税
割
額
か
ら
控
除
す
る
。
 

３
 
内
国
法
人
が
、
租
税
特
別
措
置
法
第
6
6
条
の
９
の
３
第
３
項
及
び
第
９
項
の
規
定
の
適
用

を
受
け
る
場

合
に
は

、
法

第
32
1
条
の
８
第

3
7
項

及
び
令

第
48
条

の
1
2
の
３
に
規
定
す
る

と

こ
ろ
に
よ
り
、
控
除
す
べ
き
額
を
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
申
告
納
付
す
べ
き
法
人
税
割
額
か

ら
控
除
す
る
。
 

４
 
内
国
法

人
又
は

外
国
法
人
が
、
外
国

の
法
人
税

等
を
課
さ
れ
た
場

合
に
は
、
法

第
32
1
条

の
８
第
2
6
項
及
び
令
第
4
8
条
の
1
3
に
規

定
す

る
と

こ
ろ

に
よ
り
、
控
除
す
べ

き
額
を
第
１
項

の
規
定
に
よ
り
申
告
納
付
す
べ
き
法
人
税
割
額
か
ら
控
除
す
る
。
 

４
 
内
国
法

人
又
は
外

国
法
人
が
、
外
国

の
法
人
税
等
を
課
さ
れ
た
場

合
に
は
、
法

第
32
1
条

の
８
第
3
8
項
及
び
令
第
4
8
条
の
1
3
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
控
除
す
べ

き
額
を
第
１
項

の
規
定
に
よ
り
申
告
納
付
す
べ
き
法
人
税
割
額
か
ら
控
除
す
る
。
 

５
 
法

第
3
2
1
条
の
８
第
2
2
項
に
規
定
す
る
申
告
書
（

同
条
第

21
項

の
規
定
に
よ
る
申
告
書

を

含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
税
金
を
納
付
す
る
場
合
に
は
、
当
該
税
金

に
係
る
同
条
第
１
項
、
第
２
項
、
第
４

項
又

は
第
1
9項

の
納
期
限
（
納
期
限
の
延
長
が
あ
っ

た
と
き
は
、
そ
の
延
長
さ
れ
た
納
期
限
と
す
る
。
第
７
項
第
１
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
翌

日
か
ら
納
付
の
日
ま
で
の
期
間
の
日
数
に
応
じ
、
当
該
税
額
に
年
1
4
.
6パ

ー
セ
ン
ト
（
申
告

書
を
提
出
し
た
日
（
同
条
第
23
項
の
規
定
の

適
用

が
あ
る
場
合

に
お
い
て
、
当
該
申
告

書
が

そ
の
提
出
期
限
前
に
提
出
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
提
出
期
限
）
ま
で
の
期
間
又
は
そ
の
期
間

の
末
日

の
翌
日
か

ら
１
か
月
を
経
過

す
る
日
ま
で

の
期
間
に
つ
い

て
は
、
年

7.
3
パ
ー
セ
ン

ト
）

の
割

合
を

乗
じ

て
計

算
し

た
金

額
に

相
当

す
る

延
滞

金
を

加
算

し
て

施
行

規
則

第
2
2

号
の
４
様
式
に
よ
る
納
付
書
に
よ
り
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

５
 
法

第
3
2
1
条
の
８
第

3
4
項
に
規
定
す
る
申
告
書
（

同
条
第

33
項

の
規
定
に
よ
る
申
告
書

を

含
む
。
以
下
こ
の
項

に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
税
金
を
納
付
す
る
場
合
に
は
、
当
該
税
金

に
係
る
同
条
第
１
項
、
第
２
項
又
は
第
3
1
項
の
納
期
限
（
納
期
限
の
延
長
が
あ

っ
た
と
き
は
、

そ
の
延
長
さ
れ
た
納
期
限
と
す
る
。
第
７
項
第
１
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
翌
日
か
ら
納
付

の
日
ま
で
の
期
間
の
日
数
に
応
じ
、
当
該
税
額
に
年
14
.
6パ

ー
セ
ン
ト
（
申
告
書
を
提
出
し

た
日
（
同
条
第
3
5項

の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
申
告
書
が
そ
の
提
出
期

限
前
に
提
出
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
提
出
期
限
）
ま
で
の
期
間
又
は
そ
の
期
間
の
末
日
の
翌

日
か
ら

１
か
月
を
経

過
す
る
日
ま
で

の
期
間
に
つ
い
て
は
、
年

7
.3
パ
ー

セ
ン
ト
）
の
割
合

を
乗

じ
て

計
算

し
た

金
額

に
相

当
す

る
延

滞
金

を
加

算
し

て
施

行
規

則
第

2
2
号

の
４

様
式

に
よ
る
納
付
書
に
よ
り
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

６
 
前
項
の

場
合
に

お
い
て
、
法
人
が
法

第
3
21
条

の
８
第
１
項
、
第
２

項
、
第
４
項

又
は

第
６
 
前
項
の
場

合
に
お

い
て
、
法
人
が
法
第

3
21
条
の
８

第
１
項
、
第
２
項

又
は
第

31
項

に
規

9
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1
9
項
に
規
定
す
る
申
告
書
を
提
出
し
た
日
（
当
該
申

告
書
が
そ
の
提
出
期
限
前
に
提
出
さ
れ

た
場
合
に
は
、
当
該
申
告
書
の
提
出
期
限
）
の
翌
日
か
ら
１
年
を
経
過
す
る
日
後
に
同
条
第

2
2
項
に
規
定
す
る
申
告
書
を
提
出
し
た
と
き
は
、
詐

偽
そ
の
他
不
正
の
行
為
に
よ
り
市
民
税

を
免
れ

た
法
人
が

法
第

3
21
条
の

11
第

１
項
又
は
第

３
項
の
規
定
に

よ
る
更
正
が
あ
る
べ
き

こ
と
を
予
知
し
て
当
該
申
告
書
を
提
出
し
た
場
合
を
除
き
、
当
該
１
年
を
経
過
す
る
日
の
翌

日
か
ら
当
該

申
告

書
を
提
出
し
た
日
（

法
第

3
21
条

の
８
第
2
3
項

の
規
定
の
適
用
が
あ

る
場

合
に
お
い
て
、
当
該
申
告
書
が
そ
の
提
出
期
限
前
に
提
出
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
申
告
書
の

提
出
期
限
）
ま
で
の
期
間
は
、
延
滞
金
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
期
間
か
ら
控
除
す
る
。
 

定
す
る
申
告
書
を
提
出
し
た
日
（
当
該
申
告
書
が
そ
の
提
出
期
限
前
に
提
出
さ
れ
た
場
合
に

は
、
当
該
申
告
書
の

提
出
期
限
）
の
翌
日
か
ら
１
年
を
経
過
す
る
日
後
に
同
条
第
3
4
項
に
規

定
す
る
申
告
書
を
提
出
し
た
と
き
は
、
詐
偽
そ
の
他
不
正
の
行
為
に
よ
り
市
民
税
を
免
れ
た

法
人
が

法
第
3
2
1
条
の

11
第
１
項
又
は

第
３
項
の
規
定
に
よ
る
更
正

が
あ
る
べ
き
こ
と
を
予

知
し
て
当
該
申
告
書
を
提
出
し
た
場
合
を
除
き
、
当
該
１
年
を
経
過
す
る
日
の
翌
日
か
ら
当

該
申
告
書
を

提
出
し

た
日
（

法
第

3
21
条
の
８
第

35
項

の
規
定
の
適
用
が

あ
る
場
合
に
お
い

て
、
当
該
申
告
書
が
そ

の
提
出
期
限
前
に
提
出
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
申
告
書
の
提
出
期
限
）

ま
で
の
期
間
は
、
延
滞
金
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
期
間
か
ら
控
除
す
る
。
 

７
 
第
５
項

の
場
合

に
お
い
て
、
法
第
3
2
1
条
の
８

第
2
2
項
に
規
定
す
る

申
告
書
（
以
下
こ

の

項
に
お
い
て
「
修
正
申
告
書
」
と
い
う
。
）
の
提
出
が
あ
っ
た
と
き
（
当
該
修
正
申
告
書
に

係
る
市
民
税
に
つ
い
て
同
条
第
１
項
、
第
２
項
、
第

４
項
又
は
第
1
9
項
に
規
定
す
る
申
告
書

（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
当
初
申
告
書
」
と
い
う
。
）
が
提
出
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
、
当

該
当
初
申
告
書
の
提
出
に
よ
り
納
付
す
べ
き
税
額
を
減
少
さ
せ
る
更
正
（
こ
れ
に
類
す
る
も

の
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
減
額
更
正
」
と
い
う
。
）
が
あ
っ
た
後
に
、
当
該
修

正
申
告
書
が
提
出
さ
れ
た
と
き
に
限
る
。
）
は
、
当

該
修
正
申
告
書
の
提
出
に
よ
り
納
付
す

べ
き
税
額
（
当
該
当
初
申
告
書
に
係
る
税
額
（
還
付
金
の
額
に
相
当
す
る
税
額
を
含
む
。
）

に
達
す
る
ま
で
の
部
分
に
相
当
す
る
税
額
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
次
に
掲
げ
る
期
間
（
詐
偽
そ
の
他
不
正
の
行
為
に
よ
り
市
民
税
を
免
れ
た
法
人
が

法
第

3
21
条
の

1
1
第

１
項
又
は
第
３
項

の
規
定
に
よ
る
更
正
が
あ
る

べ
き
こ
と
を
予
知
し
て

提
出

し
た

修
正

申
告

書
に

係
る

市
民

税
又

は
令

第
4
8
条

の
1
6
の

２
第

３
項

に
規

定
す

る
市

民
税
に
あ
っ
て
は
、
第
１
号
に
掲
げ
る
期
間
に
限
る
。
）
を
延
滞
金
の
計
算
の
基
礎
と
な
る

期
間
か
ら
控
除
す
る
。
 

７
 
第
５
項
の

場
合
に

お
い
て
、
法

第
32
1
条
の
８
第

34
項

に
規
定
す
る
申

告
書
（
以
下
こ

の

項
に
お
い
て
「
修
正
申
告
書
」
と
い
う
。
）
の
提
出
が
あ
っ
た
と
き
（
当
該
修
正
申
告
書
に

係
る
市
民
税
に
つ
い
て
同
条
第
１
項
、
第
２
項
又
は
第
3
1項

に
規
定
す
る
申
告
書
（
以
下
こ

の
項
に
お
い
て
「
当
初
申
告
書
」
と
い
う
。
）
が
提
出
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
、
当
該
当
初
申

告
書

の
提

出
に

よ
り

納
付

す
べ

き
税

額
を

減
少

さ
せ

る
更

正
（

こ
れ

に
類

す
る

も
の

を
含

む
。
以
下
こ
の
項
に

お
い
て
「
減
額
更
正
」
と
い
う
。
）
が
あ
っ
た
後
に
、
当
該
修
正
申
告

書
が
提
出
さ
れ
た
と
き
に
限
る
。
）
は
、
当
該
修
正
申
告
書
の
提
出
に
よ
り
納
付
す
べ
き
税

額
（
当
該
当
初
申
告

書
に
係
る
税
額
（
還
付
金
の
額
に
相
当
す
る
税
額
を
含
む
。
）
に
達
す

る
ま
で
の

部
分
に
相
当
す
る
税
額
に
限
る
。
）
に

つ
い
て
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、

次
に
掲

げ
る
期
間
（

詐
偽
そ
の
他
不

正
の
行
為
に
よ
り
市
民
税
を

免
れ
た
法
人
が
法
第

32
1

条
の

11
第

１
項

又
は

第
３

項
の

規
定

に
よ

る
更

正
が

あ
る

べ
き

こ
と

を
予

知
し

て
提

出
し

た
修

正
申

告
書

に
係

る
市

民
税

又
は

令
第

4
8
条

の
1
6
の

２
第

３
項

に
規

定
す

る
市

民
税

に

あ
っ
て
は
、
第
１
号
に
掲

げ
る
期
間
に
限
る
。
）
を
延
滞
金
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
期
間
か

ら
控
除
す
る
。
 

(
１
)
 
（
略
）

  
(
１
)
 
（
略
）
  

(
２
)
 
当
該
減
額
更
正
の
通
知
を
し
た
日
（
当
該
減
額
更
正
が
、
更
正
の
請
求
に
基
づ
く
も

の
（
法
人
税
に

係
る

更
正

に
よ

る
も
の

を
除

く
。
）
で
あ
る
場
合
又
は
法
人
税
に
係
る
更

正
（
法
人
税
に

係
る

更
正

の
請

求
に
基

づ
く

も
の
に
限
る
。
）
に
よ
る
も
の
で
あ
る
場
合

に
は
、
当
該
減
額
更
正
の
通
知
を
し
た
日
の
翌
日

か
ら
起
算
し
て
１
年
を
経
過
す
る
日
）

の
翌
日
か

ら
当

該
修
正
申
告
書
を
提
出

し
た
日

（
法

第
3
2
1
条
の
８
第

2
3
項

の
規

定
の
適

(
２
)
 
当
該
減
額
更

正
の
通
知
を
し
た
日
（
当
該
減
額
更
正
が
、
更
正
の
請
求
に
基
づ
く
も

の
（
法
人
税
に
係
る
更
正
に
よ
る
も
の
を
除
く
。
）
で
あ
る
場
合
又
は
法
人
税
に
係
る
更

正
（
法
人
税
に
係
る
更
正
の
請
求
に
基
づ
く
も
の
に
限
る
。
）
に
よ
る
も
の
で
あ
る
場
合

に
は
、
当
該
減
額
更
正
の
通
知
を
し
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１
年
を
経
過
す
る
日
）

の
翌
日
か

ら
当
該

修
正
申
告
書
を
提
出

し
た
日
（
法

第
3
2
1
条
の
８
第

3
5
項

の
規

定
の
適

10
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用
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
修
正
申
告
書
が
そ
の
提
出
期
限
前
に
提
出
さ

れ
た
と
き

は
、
当
該
修
正
申
告
書
の
提
出
期
限
）
ま
で
の
期

間
 

用
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
修
正
申
告
書
が
そ
の
提
出
期
限
前
に
提
出
さ
れ
た
と
き

は
、
当
該
修
正
申
告
書
の
提
出
期
限
）
ま
で
の
期
間
 

８
 
（
略
）
 

８
 
（
略
）
 

９
 

法
人

税
法

第
8
1
条

の
2
2
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

法
人

税
に

係
る

申
告

書
を

提
出

す
る

義

務
が
あ
る
法
人
で
同
法
第
8
1条

の
2
4第

１
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
い
る
も
の
が
、
同
条

第
４
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
、
当
該
法
人
及
び
当
該
法
人
と
の
間
に
連
結
完

全
支
配
関
係
（
同
法
第
２
条
第
1
2
号
の

７
の

７
に

規
定

す
る
連
結
完
全
支
配
関
係
を
い
う
。

第
5
0
条
第
３
項
及
び

第
5
2
条
第
４
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
あ
る
連
結
子
法
人
（
同
法
第
２

条
第
1
2号

の
７
に
規

定
す

る
連

結
子
法

人
を

い
う
。
第
5
0条

第
３
項
及
び
第
5
2
条
第
４
項
に

お
い
て
同
じ
。
）
（
連
結
申
告
法
人
（
同
法
第
２
条
第
1
6号

に
規
定
す
る
連
結
申
告
法
人
を

い
う
。
第
5
2条

第
４
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
は
、
同
法
第
8
1
条
の
2
4

第
４
項

の
規
定
の

適
用
に
係
る
当
該

申
告
書
に
係

る
連
結
法
人
税

額
（
法
第

32
1
条
の
８
第

４
項
に
規
定
す
る
連
結
法
人
税
額
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
5
2
条
第
４
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
の
課
税
標
準

の
算

定
期
間
（
当

該
法

人
の

連
結
事
業
年
度
に
該
当
す
る
期
間
に
限
る
。

第
5
2
条
第
４
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
限
り
、
当
該

連
結
法
人
税
額
に
係
る
個
別
帰
属
法
人

税
額

を
課

税
標

準
と

し
て

算
定

し
た

法
人

税
割

額
及

び
こ

れ
と

併
せ

て
納

付
す

べ
き

均
等

割
額
に
つ
い
て
は
、
当
該
連
結
法
人
税
額
に
つ
い
て
法
人
税
法
第
8
1
条
の
2
4第

１
項
の
規
定

の
適
用
が
な
い
も
の
と
み
な
し
て
、
第
1
8条

の
２
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 

1
0
 
法

第
32
1
条
の
８

第
42
項

に
規
定
す
る
特

定
法
人
で
あ
る
内
国
法
人
は

、
第
１
項
の
規

定

に
よ
り
、
納
税
申
告
書
に
よ
り
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
法
人
の
市
民
税
の
申
告
に
つ
い
て

は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
条
第
42
項
及
び
施
行
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

納
税
申
告
書
に
記
載
す
べ
き
も
の
と
さ
れ
て
い
る
事
項
（
次
項
及
び
第
1
2
項
に
お
い
て
「
申

告
書
記

載
事
項
」

と
い
う
。
）
を
、

法
第
7
6
2
条
第

１
号
に
規
定
す

る
地
方
税
関
係
手
続
用

電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
、
か
つ
、
地
方
税
共
同
機
構
（
第
1
2
項
に
お
い
て
「
機
構
」

と
い
う
。
）
を
経
由

し
て
行
う
方
法
に
よ
り
市
長
に
提
供
す
る
こ
と
に
よ
り
、
行
わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
 

９
 
法

第
32
1
条
の
８
第

52
項

に
規
定
す
る
特

定
法
人
で
あ
る
内
国
法
人
は

、
第
１
項
の
規

定

に
よ
り
、
納
税
申
告
書
に
よ
り
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
法
人
の
市
民
税
の
申
告
に
つ
い
て

は
、
同
項
の
規
定
に
か

か
わ
ら
ず
、
同
条
第
52
項
及
び
施
行
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

納
税
申
告
書
に
記
載
す
べ
き
も
の
と
さ
れ
て
い
る
事
項
（
次
項
及
び
第
1
1
項
に
お
い
て
「
申

告
書
記

載
事
項
」
と

い
う
。
）
を
、

法
第
7
6
2
条
第
１
号
に
規
定
す

る
地
方
税
関
係
手
続
用

電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
、
か
つ
、
地
方
税
共
同
機
構
（
第
1
1
項
に
お
い
て
「
機
構
」

と
い
う
。
）
を
経
由
し
て
行
う
方
法
に
よ
り
市
長
に
提
供
す
る
こ
と
に
よ
り
、
行
わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
 

1
1
 
（
略
）
 

1
0
 
（
略
）
 

1
2
 

第
10
項

の
規
定

に
よ
り
行
わ
れ
た
同
項

の
申
告
は
、
申
告
書
記
載
事

項
が
法
第
7
6
2
条

第
1
1
 

第
９
項

の
規
定
に
よ
り
行
わ
れ
た
同
項

の
申
告
は
、
申
告
書
記
載
事

項
が
法
第
7
6
2
条

第

11
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１
号
の
機
構
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
（
入
出
力
装
置
を
含
む
。
）
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ

イ
ル
へ
の
記
録
が
さ
れ
た
時
に
同
項
に
規
定
す
る
市
長
に
到
達
し
た
も
の
と
み
な
す
。
 

１
号
の
機
構
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
（
入
出
力
装
置
を
含
む
。
）
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ

イ
ル
へ
の
記
録
が
さ
れ
た
時
に
同
項
に
規
定
す
る
市
長
に
到
達
し
た
も
の
と
み
な
す
。
 

1
3
 
第
1
0
項
の
内
国

法
人
が
、
電
気
通
信
回
線
の
故
障
、
災
害
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
地
方
税

関
係

手
続

用
電

子
情

報
処

理
組

織
を

使
用

す
る

こ
と

が
困

難
で

あ
る

と
認

め
ら

れ
る

場
合

で
、
か
つ
、
同
項
の
規
定
を
適
用
し
な
い
で
納
税
申
告
書
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
認

め
ら
れ
る
場
合
に
お
い
て
、
同
項
の
規
定
を
適
用
し
な
い
で
納
税
申
告
書
を
提
出
す
る
こ
と

に
つ
い
て
市
長
の
承
認
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
市
長
が
指
定
す
る
期
間
内
に
行
う
同
項
の

申
告
に
つ
い
て
は
、
前
３
項
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。
法
人
税
法
第
7
5
条
の
４
第
２
項
の

申
請

書
を

同
項

に
規

定
す

る
納

税
地

の
所

轄
税

務
署

長
に

提
出

し
た

第
1
0
項

の
内

国
法

人

が
、
当
該
税
務
署
長
の
承
認
を
受
け
、
又
は
当
該
税
務
署
長
の
却
下
の
処
分
を
受
け
て
い
な

い
旨

を
記

載
し

た
施

行
規

則
で

定
め

る
書

類
を

、
納

税
申

告
書

の
提

出
期

限
の

前
日

ま
で

に
、
又
は
納
税
申
告
書
に
添
付
し
て
当
該
提
出
期
限
ま
で
に
、
市
長
に
提
出
し
た
場
合
に
お

け
る

当
該

税
務

署
長

が
指

定
す

る
期

間
内

に
行

う
同

項
の

申
告

に
つ

い
て

も
、

同
様

と
す

る
。
 

1
2
 
第
９
項
の
内
国
法
人
が
、
電
気
通
信
回
線
の
故
障
、
災
害
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
地
方
税

関
係

手
続

用
電

子
情

報
処

理
組

織
を

使
用

す
る

こ
と

が
困

難
で

あ
る

と
認

め
ら

れ
る

場
合

で
、
か
つ
、
同
項

の
規
定
を
適
用
し
な
い
で
納
税
申
告
書
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
認

め
ら
れ
る
場
合
に
お
い
て
、
同
項
の
規
定
を
適
用
し
な
い
で
納
税
申
告
書
を
提
出
す
る
こ
と

に
つ
い
て
市
長
の
承
認
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
市
長
が
指
定
す
る
期
間
内
に
行
う
同
項
の

申
告
に
つ
い
て
は
、
前
３
項
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。
法
人
税
法
第
7
5
条
の
５
第
２
項
の

申
請

書
を

同
項

に
規

定
す

る
納

税
地

の
所

轄
税

務
署

長
に

提
出

し
た

第
９

項
の

内
国

法
人

が
、
当
該
税
務
署
長

の
承
認
を
受
け
、
又
は
当
該
税
務
署
長
の
却
下
の
処
分
を
受
け
て
い
な

い
旨

を
記

載
し

た
施

行
規

則
で

定
め

る
書

類
を

、
納

税
申

告
書

の
提

出
期

限
の

前
日

ま
で

に
、
又
は
納
税
申
告

書
に
添
付
し
て
当
該
提
出
期
限
ま
で
に
、
市
長
に
提
出
し
た
場
合
に
お

け
る

当
該

税
務

署
長

が
指

定
す

る
期

間
内

に
行

う
同

項
の

申
告

に
つ

い
て

も
、

同
様

と
す

る
。
 

1
4
 
（
略
）
 

1
3
 
（
略
）
 

1
5
 
第
1
3
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
い
る
内
国
法
人
は
、
第
1
0
項
の
申
告
に
つ
き
第
13
項
の

規
定
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
を
や
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
旨
そ
の
他
施
行
規
則
で
定

め
る
事
項
を
記
載
し
た
届
出
書
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

1
4
 
第
1
2
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
い
る
内
国
法
人
は
、
第
９
項
の
申
告
に
つ
き
第
12
項
の

規
定
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
を
や
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
旨
そ
の
他
施
行
規
則
で
定

め
る
事
項
を
記
載
し
た
届
出
書
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

1
6
 

第
1
3
項
前
段

の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
い
る

内
国
法
人
に
つ
き
、
法

第
32
1
条
の
８
第

5
1

項
の
処
分
又
は
前
項

の
届

出
書

の
提
出

が
あ

っ
た

と
き
は
、
こ
れ
ら
の
処
分
又
は
届
出
書
の

提
出

が
あ

っ
た

日
の

翌
日

以
後

の
第

1
3
項

前
段

の
期

間
内

に
行

う
第

1
0
項

の
申

告
に

つ
い

て
は
、
第
1
3項

前
段
の
規
定
は
適
用
し
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
内
国
法
人
が
、
同
日
以
後
新

た
に
同
項
前
段
の
承
認
を
受
け
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

1
5
 

第
1
2
項
前
段

の
規

定
の
適
用
を
受
け
て
い
る

内
国
法
人
に
つ
き
、
法

第
32
1
条
の
８
第

6
1

項
の
処
分
又
は
前
項
の
届
出
書
の
提
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
こ
れ
ら
の
処
分
又
は
届
出
書
の

提
出

が
あ

っ
た

日
の

翌
日

以
後

の
第

1
2
項

前
段

の
期

間
内

に
行

う
第

９
項

の
申

告
に

つ
い

て
は
、
第
1
2項

前
段
の
規
定
は
適
用
し
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
内
国
法
人
が
、
同
日
以
後
新

た
に
同
項
前
段
の
承
認
を
受
け
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

1
7
 
第
1
3
項
後
段
の

規
定
の
適
用
を
受
け
て
い
る
内
国
法
人
に
つ
き
、
第
1
5
項
の
届
出
書
の
提

出
又
は
法
人
税
法
第
7
5条

の
４
第
３
項
若
し
く
は
第
６
項
（
同
法
第
8
1
条
の
2
4の

３
第
２
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
処
分
が
あ

っ
た
と
き
は
、
こ
れ
ら
の
届
出
書
の
提

出
又

は
処

分
が

あ
っ

た
日

の
翌

日
以

後
の

第
13

項
後

段
の

期
間

内
に

行
う

第
1
0
項

の
申

告

に
つ
い
て
は
、
第
1
3
項
後

段
の
規
定
は
適
用
し
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
内
国
法
人
が
、
同
日

1
6
 
第
1
2
項
後
段
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
い
る
内
国
法
人
に
つ
き
、
第
1
4
項
の
届
出
書
の
提

出
又
は
法
人
税
法
第
7
5条

の
５
第
３
項
若
し
く
は
第
６
項
の
処
分
が
あ
っ
た
と
き
は
、
こ
れ

ら
の

届
出

書
の

提
出

又
は

処
分

が
あ

っ
た

日
の

翌
日

以
後

の
第

1
2
項

後
段

の
期

間
内

に
行

う
第
９
項
の
申
告
に

つ
い
て
は
、
第
1
2
項
後
段
の
規
定
は
適
用
し
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
内

国
法
人
が
、
同
日
以
後

新
た
に
同
項
後
段
の
書
類
を
提
出
し
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 
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以
後
新
た
に
同
項
後
段
の
書
類
を
提
出
し
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

（
法
人
の
市
民
税
に
係
る
不
足
税
額
の
納
付
の
手

続
）
 

（
法
人
の
市
民
税
に
係
る
不
足
税
額
の
納
付
の
手
続
）
 

第
5
0
条
 
（
略
）
 

第
5
0
条
 
（
略
）
 

２
 
前
項
の

場
合
に

お
い
て
は
、
そ
の
不

足
税
額
に

法
第

32
1
条
の
８
第

１
項
、
第
２
項

、
第

４
項
又
は
第
1
9
項
の
納
期
限
（
同
条
第
2
3
項
の
申
告

納
付
に
係
る
法
人
税
割
に
係
る
不
足
税

額
が
あ
る
場
合
に
は
、
同
条
第
１
項
、
第
２

項
又

は
第
４
項
の
納
期
限
と
し
、
納
期

限
の
延

長
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
延
長
さ
れ
た
納
期
限
と
す
る
。
第
４
項
第
１
号
に
お
い
て
同

じ
。
）
の
翌
日
か
ら
納
付
の
日
ま
で
の
期
間
の
日
数
に
応
じ
、
年
1
4
.
6パ

ー
セ
ン
ト
（
前
項

の
納

期
限

ま
で

の
期

間
又

は
当

該
納

期
限

の
翌

日
か

ら
１

か
月

を
経

過
す

る
日

ま
で

の
期

間
に
つ

い
て
は
、

年
7
.3
パ
ー
セ
ン
ト

）
の
割
合
を
乗
じ
て
計
算
し

た
金
額
に
相
当
す
る
延

滞
金
を
加
算
し
て
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
前
項
の

場
合
に
お

い
て
は
、
そ
の
不

足
税
額
に
法
第

32
1
条
の
８
第

１
項
、
第
２
条

又
は

第
3
1
項
の
納
期
限
（
同
条
第
35
項
の
申
告
納
付
に
係
る
法
人
税
割
に
係
る
不
足
税
額
が
あ
る

場
合
に
は
、
同
条
第

１
項
又
は
第
２
項
の
納
期
限
と
し
、
納
期
限
の
延
長
が
あ
っ
た
場
合
に

は
、
そ
の
延
長
さ
れ

た
納
期
限
と
す
る
。
第
４
項
第
１
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
翌
日
か
ら

納
付
の
日
ま
で
の
期
間
の
日
数
に
応
じ
、
年
1
4
.6
パ
ー
セ
ン
ト
（
前
項
の
納
期
限
ま
で
の
期

間
又

は
当

該
納

期
限

の
翌

日
か

ら
１

か
月

を
経

過
す

る
日

ま
で

の
期

間
に

つ
い

て
は

、
年

7
.
3
パ
ー
セ
ン

ト
）
の
割
合
を
乗
じ
て

計
算
し
た
金
額
に
相
当
す
る

延
滞
金
を
加
算
し
て
納

付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

３
 
前
項

の
場
合
に

お
い
て
、
法
第

3
21
条
の

1
1
第
１

項
又
は
第
３
項

の
規
定
に
よ
る
更
正

の

通
知
を
し
た

日
が

、
法
第

32
1
条
の
８
第
１

項
、
第

２
項

、
第
４
項
又
は

第
1
9
項
に
規

定
す

る
申
告
書
を
提
出
し
た
日
（
当
該
申
告
書
が
そ
の
提
出
期
限
前
に
提
出
さ
れ
た
場
合
に
は
、

当
該
申
告
書
の
提
出
期
限
）
の
翌
日
か
ら
１
年
を
経
過
す
る
日
後
で
あ
る
と
き
は
、
詐
偽
そ

の
他
不
正
の
行
為
に
よ
り
市
民
税
を
免
れ
た
場
合
を
除
き
、
当
該
１
年
を
経
過
す
る
日
の
翌

日
か
ら
当

該
通
知
を
し
た
日
（
法
人
税
に
係
る
修
正
申
告
書
を
提
出
し
、
又
は
法
人
税
に
係

る
更
正
若
し
く
は
決
定
が
さ
れ
た
こ
と
（
同
条
第
２

項
又
は
第
４
項
に
規
定
す
る
申
告
書
を

提
出
す
べ
き
法
人
が
連
結
子
法
人
の
場
合
に
は
、
当
該
連
結
子
法
人
と
の
間
に
連
結
完
全
支

配
関
係
が
あ
る
連
結
親
法
人
（
法
人
税
法
第
２
条
第
1
2号

の
６
の
７
に
規
定
す
る
連
結
親
法

人
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
若
し
く
は
連
結
完
全
支
配
関
係
が
あ
っ
た
連

結
親
法
人
が
法
人
税
に
係
る
修
正
申
告
書
を
提
出
し
、
又
は
法
人
税
に
係
る
更
正
若
し
く
は

決
定
を
受
け
た
こ
と
。
次
項
第
２
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
る
更
正
に
係
る
も
の
に
あ
っ

て
は
、
当
該
修
正
申
告

書
を
提

出
し
た
日
又
は
国
の
税
務
官
署
が
更
正
若
し
く
は
決
定
の
通

知
を
し
た
日
）
ま
で
の
期
間
は
、
延
滞
金
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
期
間
か
ら
控
除
す
る
。
 

３
 
前
項

の
場
合
に
お

い
て
、
法
第

3
21
条
の

1
1
第
１
項
又
は
第
３
項

の
規
定
に
よ
る
更
正

の

通
知
を
し
た

日
が
、

法
第

32
1
条
の
８
第
１

項
、
第
２
項

又
は
第

31
項

に
規
定
す
る
申

告
書

を
提
出
し
た
日
（
当

該
申
告
書
が
そ
の
提
出
期
限
前
に
提
出
さ
れ
た
場
合
に
は
、
当
該
申
告

書
の
提
出
期
限
）
の
翌
日
か
ら
１
年
を
経
過
す
る
日
後
で
あ
る
と
き
は
、
詐
偽
そ
の
他
不
正

の
行
為
に
よ
り
市
民
税
を
免
れ
た
場
合
を
除
き
、
当
該
１
年
を
経
過
す
る
日
の
翌
日
か
ら
当

該
通
知
を
し
た
日
（
法
人
税
に
係
る
修
正
申
告
書
を
提
出
し
、
又
は
法
人
税
に
係
る
更
正
若

し
く
は
決
定
が
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
更
正
に
係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
当
該
修
正
申
告
書
を

提
出
し
た
日
又
は
国
の
税
務
官
署
が
更
正
若
し
く
は
決
定
の
通
知
を
し
た
日
）
ま
で
の
期
間

は
、
延
滞
金
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
期
間
か
ら
控
除
す
る
。
 

４
 

第
２
項
の
場
合
に
お
い
て
、
納
付
す
べ
き
税
額
を
増
加
さ
せ
る
更
正
（
こ
れ
に
類
す
る
も

の
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
増
額
更
正
」
と
い
う
。
）
が
あ
っ
た
と
き
（
当
該
増

額
更
正
に

係
る
市

民
税
に
つ
い
て
法
第

3
21
条

の
８
第
１
項
、
第
２
項

、
第
４
項

又
は
第

19

４
 
第
２
項
の
場
合
に
お
い
て
、
納
付
す
べ
き
税
額
を
増
加
さ
せ
る
更
正
（
こ
れ
に
類
す
る
も

の
を
含
む
。
以
下
こ

の
項
に
お
い
て
「
増
額
更
正
」
と
い
う
。
）
が
あ
っ
た
と
き
（
当
該
増

額
更
正
に
係

る
市
民

税
に
つ
い
て
法
第

3
21
条
の
８

第
１
項
、
第
２
項

又
は
第

31
項

に
規
定
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項
に
規
定
す
る
申
告
書
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
当
初
申
告
書
」
と
い
う
。
）
が
提
出
さ

れ
て
お
り
、
か
つ
、
当
該
当
初
申
告
書
の
提
出
に
よ
り
納
付
す
べ
き
税
額
を
減
少
さ
せ
る
更

正
（
こ
れ
に
類
す
る
も
の
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
減
額
更
正
」
と
い
う
。
）
が

あ
っ
た
後
に
、
当
該
増
額
更
正
が
あ
っ
た
と
き
に
限
る
。
）
は
、
当
該
増
額
更
正
に
よ
り
納

付
す

べ
き

税
額

（
当

該
当

初
申

告
書

に
係

る
税

額
（

還
付

金
の

額
に

相
当

す
る

税
額

を
含

む
。
）
に
達
す
る
ま
で
の
部
分
に
相
当
す
る
税
額
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
は
、
前
項
の
規
定

に
か
か
わ
ら
ず
、
次
に
掲
げ
る
期
間
（
詐
偽
そ
の
他
不
正
の
行
為
に
よ
り
市
民
税
を
免
れ
た

法
人

に
つ

い
て

さ
れ

た
当

該
増

額
更

正
に

よ
り

納
付

す
べ

き
市

民
税

又
は

令
第

4
8
条

の
1
5

の
５
第
４
項
に
規
定
す
る
市
民
税
に
あ
っ
て
は
、
第
１
号
に
掲
げ
る
期
間
に
限
る
。
）
を
延

滞
金
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
期
間
か
ら
控
除
す
る
。
 

す
る
申
告

書
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
当
初
申
告
書
」
と
い
う
。
）
が
提
出
さ
れ
て
お
り
、

か
つ
、
当
該
当
初
申

告
書
の
提
出
に
よ
り
納
付
す
べ
き
税
額
を
減
少
さ
せ
る
更
正
（
こ
れ
に

類
す
る
も

の
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
減
額
更
正
」
と
い
う
。
）
が
あ
っ
た
後
に
、

当
該
増
額
更
正
が
あ
っ
た
と
き
に
限
る
。
）
は
、
当
該
増
額
更
正
に
よ
り
納
付
す
べ
き
税
額

（
当
該
当
初
申
告
書
に
係
る
税
額
（
還
付
金
の
額
に
相
当
す
る
税
額
を
含
む
。
）
に
達
す
る

ま
で
の
部
分
に
相
当
す
る
税
額
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、

次
に
掲
げ
る
期
間
（
詐
偽
そ
の
他
不
正
の
行
為
に
よ
り
市
民
税
を
免
れ
た
法
人
に
つ
い
て
さ

れ
た

当
該

増
額

更
正

に
よ

り
納

付
す

べ
き

市
民

税
又

は
令

第
4
8
条

の
15

の
５

第
４

項
に

規

定
す
る
市
民
税
に
あ
っ
て
は
、
第
１
号
に
掲
げ
る
期
間
に
限
る
。
）
を
延
滞
金
の
計
算
の
基

礎
と
な
る
期
間
か
ら
控
除
す
る
。
 

(
１
)
・
(
２
) 

（
略

）
 

(
１
)
・
(
２
) 

（
略
）
 

（
法
人
の
市
民
税
に
係
る
納
期
限
の
延
長
の
場
合
の
延
滞
金
）
 

（
法
人
の
市
民
税
に
係
る
納
期
限
の
延
長
の
場
合
の
延
滞
金
）
 

第
5
2
条
 
（
略
）
 

第
5
2
条
 
（
略
）
 

２
・
３
 
（
略
）
 

２
・
３
 
（
略
）
 

４
 

法
人

税
法

第
8
1
条

の
2
2
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

法
人

税
に

係
る

申
告

書
を

提
出

す
る

義

務
が

あ
る

法
人

で
同

法
第

8
1
条

の
24

第
１

項
の

規
定

の
適

用
を

受
け

て
い

る
も

の
及

び
当

該
法
人
と
の
間
に
連
結
完
全
支
配
関
係
が
あ
る
連
結
子
法
人
（
連
結
申
告
法
人
に
限
る
。
）

は
、
当
該
申
告
書
に
係
る
連
結
法
人
税
額
の
課
税
標
準
の
算
定
期
間
で
そ
の
適
用
に
係
る
も

の
の
連
結
所
得
（
同
法
第
２
条
第
1
8号

の
４
に
規
定
す
る
連
結
所
得
を
い
う
。
）
に
対
す
る

連
結

法
人

税
額

に
係

る
個

別
帰

属
法

人
税

額
を

課
税

標
準

と
し

て
算

定
し

た
法

人
税

割
額

及
び
こ
れ
と
併
せ
て
納
付
す
べ
き
均
等
割
額
を
納
付
す
る
場
合
に
は
、
当
該
税
額
に
、
当
該

連
結

法
人

税
額

の
課

税
標

準
の

算
定

期
間

の
末

日
の

翌
日

以
後

２
か

月
を

経
過

し
た

日
か

ら
同

項
の

規
定

に
よ

り
延

長
さ

れ
た

当
該

申
告

書
の

提
出

期
限

ま
で

の
期

間
の

日
数

に
応

じ
、
年

7
.3
パ

ー
セ

ン
ト
の
割
合
を
乗

じ
て
計
算
し
た
金
額
に
相
当

す
る
延
滞
金
額
を
加
算

し
て
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 

５
 
第
4
8
条
第
７
項

の
規
定
は
、
前
項
の
延
滞
金
額
に

つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
、
同
条
第
７
項
中
「
前

項
の

規
定
に

か
か

わ
ら

ず
、
次
に
掲
げ
る
期
間
（
詐
偽
そ
の
他
不

正
の
行

為
に
よ
り

市
民
税
を
免
れ
た

法
人
が
法
第

3
21
条
の
1
1
第
１

項
又
は
第
３
項
の
規
定
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現
 
 
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

に
よ

る
更

正
が

あ
る

べ
き

こ
と

を
予

知
し

て
提

出
し

た
修

正
申

告
書

に
係

る
市

民
税

又
は

令
第
4
8条

の
1
6
の
２

第
３

項
に

規
定
す

る
市

民
税

に
あ
っ
て
は
、
第
１
号
に
掲
げ
る
期
間
に

限
る
。
）
」
と
あ
る
の
は
、
「
当
該
当
初
申
告
書
の
提
出
に
よ
り
納
付
す
べ
き
税
額
の
納
付

が
あ
っ
た
日
（
そ
の
日
が
第
52
条

第
４

項
の

連
結

法
人

税
額
の
課
税
標
準
の
算
定
期
間
の
末

日
の
翌
日
以
後
２
か
月
を
経
過
し
た
日
よ
り
前
で
あ
る
場
合
に
は
、
同
日
）
か
ら
第
5
2条

第

４
項
の
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
の
期
間
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
 

６
 
第
5
0
条
第
４
項

の
規
定
は
、
第
４
項
の
延
滞
金
額

に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お

い
て
、
同
条
第
４
項
中
「
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
に
掲
げ
る
期
間
（
詐
偽
そ
の
他

不
正

の
行

為
に

よ
り

市
民

税
を

免
れ

た
法

人
に

つ
い

て
さ

れ
た

当
該

増
額

更
正

に
よ

り
納

付
す
べ
き
市
民
税
又
は
令
第
48
条
の
15
の
５

第
４

項
に
規
定
す
る
市
民
税
に
あ
っ
て
は
、
第

１
号
に
掲

げ
る
期
間

に
限

る
。
）
」
と
あ

る
の

は
、
「
当
該
当
初
申
告
書
の
提
出
に
よ
り
納

付
す
べ
き
税
額
の
納
付
が
あ
っ
た
日
（
そ
の
日
が
第
5
2条

第
４
項
の
連
結
法
人
税
額
の
課
税

標
準
の
算
定
期
間
の
末
日
の
翌
日
以
後
２
か
月
を
経
過
し
た
日
よ
り
前
で
あ
る
場
合
に
は
、

同
日
）
か
ら
同
条
第
４
項
の
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
の
期
間
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す

る
。
 

 

（
た
ば
こ
税
の
課
税
標
準
）
 

（
た
ば
こ
税
の
課
税
標
準
）
 

第
9
4
条
 
（
略
）
 

第
9
4
条
 
（
略
）
 

２
 

前
項
の
製
造
た
ば
こ
（
加
熱
式
た
ば
こ
を
除
く
。
）
の
本
数
は
、
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に

よ
る
も
の
と
し
、
次
の
表
の
左
欄
に
掲
げ
る
製
造
た
ば
こ
の
本
数
の
算
定
に
つ
い
て
は
、
同

欄
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
右
欄
に
定
め
る
重
量
を
も
っ
て
紙
巻
た
ば
こ
の
１
本

に
換
算
す

る
も
の

と
す
る
。
た
だ
し
、

１
本
当
た

り
の
重
量
が

0
.
7
グ
ラ
ム

未
満
の
葉

巻
た

ば
こ

の
本

数
の

算
定

に
つ

い
て

は
、

当
該

葉
巻

た
ば

こ
の

１
本

を
も

っ
て

紙
巻

た
ば

こ
の

0
.
7
本
に
換
算
す
る

も
の

と
す
る

。
 

２
 
前
項
の
製
造
た
ば
こ
（
加
熱
式
た
ば
こ
を
除
く
。
）
の
本
数
は
、
紙
巻
た
ば
こ
の
本
数
に

よ
る
も
の
と
し
、
次
の
表
の
左
欄
に
掲
げ
る
製
造
た
ば
こ
の
本
数
の
算
定
に
つ
い
て
は
、
同

欄
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
右
欄
に
定
め
る
重
量
を
も
っ
て
紙
巻
た
ば
こ
の
１
本

に
換
算
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
１
本
当
た
り
の
重
量
が
１
グ
ラ
ム
未
満
の
葉
巻
た
ば

こ
の
本
数
の
算
定
に
つ
い
て
は
、
当
該
葉
巻
た
ば
こ
の
１
本
を
も
っ
て
紙
巻
た
ば
こ
の
１
本

に
換
算
す
る
も
の
と
す
る
。
 

 
（
略
）
 

 
 

（
略
）
 

 

３
～
1
0 

（
略
）
 

３
～
1
0 

（
略
）
 

 
 

 
附
 
則
 

 
 
 
附
 
則
 

（
延
滞
金
の
割
合
等

の
特

例
）
 

（
延
滞
金
の
割
合
等
の
特
例
）
 

第
３

条
の
２
 
（
略

）
 

第
３
条
の
２
 
（
略
）
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現
 
 
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

２
 
当
分
の
間

、
第

5
2
条
第
１
項

及
び
第
４
項

に
規

定
す
る
延
滞
金
の
年

7
.3
パ
ー
セ

ン
ト

の

割
合
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
特
例
基
準
割
合
適
用
年
中
に
お
い
て
は
、
当
該

特
例
基
準
割
合
適
用
年
に
お
け
る
特
例
基
準
割
合
と
す
る
。
 

２
 
当
分

の
間
、
第

52
条
第
１
項
に
規

定
す
る
延
滞
金
の
年

7
.3
パ
ー
セ
ン

ト
の
割
合
は
、

こ

れ
ら
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
特
例
基
準
割
合
適
用
年
中
に
お
い
て
は
、
当
該
特
例
基
準
割

合
適
用
年
に
お
け
る
特
例
基
準
割
合
と
す
る
。
 

 
（
読
替
規
定
）
 

 
（
読
替
規
定
）
 

第
1
0
条
 
法
附
則
第
1
5条

か
ら
第
1
5条

の
３

の
２

ま
で
、
第
6
1
条
又
は
第
6
2条

の
規
定
の
適
用

が
あ
る

各
年
度
分

の
固
定
資
産
税
に

限
り
、
第

61
条
第
８
項
中
「

又
は
第

34
9
条
の
３
の
４

か
ら
第

3
49
条

の
５
ま
で
」
と
あ
る
の

は
、
「
若
し

く
は

第
34
9
条
の

３
の
４
か
ら
第

3
49
条

の
５
ま
で
又
は
附
則
第
1
5
条
か
ら
第
1
5
条
の

３
の

２
ま
で
、
第
6
1条

若
し
く
は
第
62
条
」
と

す
る
。
 

第
1
0
条
 
法
附
則
第
1
5条

か
ら
第
1
5条

の
３
の
２
ま
で
、
第
6
3
条
又
は
第
6
4条

の
規
定
の
適
用

が
あ
る

各
年
度
分
の

固
定
資
産
税
に

限
り
、
第

61
条
第
８
項
中
「

又
は
第

34
9
条
の
３
の
４

か
ら
第

3
49
条

の
５
ま

で
」
と
あ
る
の

は
、
「
若
し
く
は

第
34
9
条
の

３
の
４
か
ら
第

3
49
条

の
５
ま
で
又
は
附
則
第
1
5
条
か
ら
第
1
5
条
の
３
の
２
ま
で
、
第
6
3条

若
し
く
は
第
64
条
」
と

す
る
。
 

（
法
附
則
第
1
5
条
第
２
項
第
１
号
等
の
条
例
で
定
め
る
割
合
）
 

（
法
附
則
第
1
5
条
第

２
項
第
１
号
等
の
条
例
で
定
め
る
割
合
）
 

第
1
0
条
の
２
 
（
略

）
 

第
1
0
条
の
２
 
（
略
）
 

２
～

1
7 

（
略
）
 

２
～
1
7 

（
略
）
 

1
8
 
法
附
則
第

6
2条

に
規
定
す
る
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
割
合
は
零
と
す
る
。
 

1
8
 
法
附
則
第
6
4条

に
規
定
す
る
市
町
村
の
条
例
で
定
め
る
割
合
は
零
と
す
る
。
 

 
 
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
に
係
る
寄
附
金
税
額
控
除
の
特
例
）
 

 
第
2
4
条
 
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
の
影
響
に
対
応
す
る

た
め
の
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
（
令
和
２
年
法
律
第
2
5号

。
次
条
に
お

い
て
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
特
例
法
」
と
い
う
。
）
第
５
条
第
４
項
に
規
定
す
る

指
定
行
事
の
う
ち
、
市
長
が
指
定
す
る
も
の
の
中
止
若
し
く
は
延
期
又
は
そ
の
規
模
の
縮
小

に
よ
り
生
じ
た
当
該
指
定
行
事
の
入
場
料
金
、
参
加
料
金
そ
の
他
の
対
価
の
払
戻
し
を
請
求

す
る

権
利

の
全

部
又

は
一

部
の

放
棄

を
同

条
第

１
項

に
規

定
す

る
指

定
期

間
内

に
し

た
場

合
に
は
、
当
該
納
税
義
務
者
が
そ
の
放
棄
し
た
日
の
属
す
る
年
中
に
法
附
則
第
6
0条

第
４
項

に
規
定

す
る
市
町
村

放
棄
払
戻
請
求

権
相
当
額
の
法
第

3
14
条
の
７

第
１
項
第
３
号
に
掲
げ

る
寄
附
金
を
支
出
し
た
も
の
と
み
な
し
て
、
第
3
4
条
の
７
の
規
定
を
適
用
す
る
。
 

 
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
に
係
る
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
の
特
例
）
 

 
第

2
5
条

 
所

得
割

の
納

税
義

務
者

が
前

年
分

の
所

得
税

に
つ

き
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
特

例
法

第
６

条
第

４
項

の
規

定
の

適
用

を
受

け
た

場
合

に
お

け
る

附
則

第
７

条
の

３
の

２
第
１
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
令
和
15
年
度
」
と
あ
る
の
は
、
「
令
和

1
6
年
度
」
と
す
る
。
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第６６号議案 

 

   宍粟市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

 宍粟市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定したい

ので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第１号の規定により、

議会の議決を求める。 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      宍粟市長 福 元 晶 三 

 

 



宍粟市条例第 号 

 

   宍粟市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

宍粟市国民健康保険税条例（平成17年宍粟市条例第112号）の一部を次のように改正する。 

 附則第７項及び第８項中「第35条の２第１項」の次に「、第35条の３第１項」を加える。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の宍粟市国民健康保険税条例の規定は、令和３年度以後の年度分の国

民健康保険税について適用し、令和２年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例

による。 



宍
粟
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
 
新
旧
対
照
条
文
 

 

現
 
 
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

（
長
期
譲
渡
所
得
に
係
る
国
民
健
康
保
険
税
の
課
税
の
特
例
）
 

（
長
期
譲
渡
所
得
に
係
る
国
民
健
康
保
険
税
の
課
税
の
特
例
）
 

７
 

世
帯

主
又

は
そ

の
世

帯
に

属
す

る
国

民
健

康
保

険
の

被
保

険
者

若
し

く
は

特
定

同
一

世

帯
所
属
者
が
法
附
則
第
3
4
条
第
４
項
の
譲
渡
所
得
を
有
す
る
場
合
に
お
け
る
第
３
条
、
第
６

条
の
２
、
第
７
条
及

び
第
1
6条

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
３
条
第
１
項
中
「
及
び
山

林
所
得
金
額
の
合
計
額
か
ら
同
条
第
２
項
」
と
あ
る
の
は
「
及
び
山
林
所
得
金
額
並
び
に
法

附
則

第
3
4
条

第
４

項
に

規
定

す
る

長
期

譲
渡

所
得

の
金

額
（

租
税

特
別

措
置

法
（

昭
和

3
2

年
法
律
第
2
6号

）
第
3
3条

の
４
第
１
項
若
し
く
は
第
２
項
、
第
3
4条

第
１
項
、
第
3
4条

の
２

第
１
項
、
第
34
条
の

３
第

１
項

、
第
3
5
条
第

１
項

、
第
3
5条

の
２
第
１
項
又
は
第
3
6
条
の
規

定
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
に
よ
り
同
法
第
3
1条

第
１
項
に
規
定
す

る
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
か
ら
控
除
す
る
金
額
を
控
除
し
た
金
額
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て

「
控
除

後
の
長
期

譲
渡
所
得
の
金
額

」
と
い
う
。

）
の
合
計
額
か

ら
法
第

31
4
条
の
２
第
２

項
」
と
、
「
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
計
額
（
」
と

あ
る
の
は
「
及
び
山
林
所
得
金
額
並
び

に
控
除
後
の
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
の
合
計
額
（
」
と
、
同
条
第
２
項
中
「
又
は
山
林
所
得

金
額
」
と
あ
る
の
は
「
若
し
く
は
山
林
所
得
金
額
又
は
法
附
則
第
3
4
条
第
４
項
に
規
定
す
る

長
期
譲
渡

所
得
の
金

額
」
と
、
第
1
6条

中
「
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
計
額
か
ら
同
条
第
２

項
」
と
あ
る
の
は
「
及

び
山
林

所
得
金

額
並

び
に

法
附
則
第
3
4
条
第
４
項
に
規
定
す
る
長
期

譲
渡
所
得
の
金
額
」
と
す
る
。
 

７
 

世
帯

主
又

は
そ

の
世

帯
に

属
す

る
国

民
健

康
保

険
の

被
保

険
者

若
し

く
は

特
定

同
一

世

帯
所
属
者
が
法
附
則
第
3
4
条
第
４
項
の
譲
渡
所
得
を
有
す
る
場
合
に
お
け
る
第
３
条
、
第
６

条
の
２
、
第
７
条
及
び
第
1
6条

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
３
条
第
１
項
中
「
及
び
山

林
所
得
金
額
の
合
計
額
か
ら
同
条
第
２
項
」
と
あ
る
の
は
「
及
び
山
林
所
得
金
額
並
び
に
法

附
則

第
3
4
条

第
４

項
に

規
定

す
る

長
期

譲
渡

所
得

の
金

額
（

租
税

特
別

措
置

法
（

昭
和

3
2

年
法
律
第
2
6号

）
第

3
3条

の
４
第
１
項
若
し
く
は
第
２
項
、
第
3
4条

第
１
項
、
第
3
4条

の
２

第
１
項
、
第
3
4
条
の
３
第
１
項
、
第
3
5
条
第
１
項
、
第
3
5条

の
２
第
１
項
、
第
3
5条

の
３
第

１
項
又
は
第
3
6
条
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
に
よ
り
同
法
第

3
1
条
第
１
項
に
規
定
す
る
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
か
ら
控
除
す
る
金
額
を
控
除
し
た
金
額
。

以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
控
除
後
の
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
」
と
い
う
。
）
の
合
計
額
か
ら

法
第

3
14
条
の

２
第
２
項
」
と
、
「
及

び
山
林
所
得
金
額
の
合
計
額

（
」
と
あ
る
の
は
「
及

び
山
林
所
得
金
額
並
び
に
控
除
後
の
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
の
合
計
額
（
」
と
、
同
条
第
２

項
中
「
又
は
山
林
所
得
金

額
」
と
あ
る
の
は
「
若
し
く
は
山
林
所
得
金
額
又
は
法
附
則
第
3
4

条
第
４
項
に
規
定
す
る
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
」
と
、
第
16
条
中
「
及
び
山
林
所
得
金
額
の

合
計
額
か
ら
同
条
第
２
項
」
と
あ
る
の
は
「
及
び
山
林
所
得
金
額
並
び
に
法
附
則
第
3
4条

第

４
項
に
規
定
す
る
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
」
と
す
る
。
 

（
短
期
譲
渡
所
得
に
係
る
国
民
健
康
保
険
税
の
課
税
の
特
例
）
 

（
短
期
譲
渡
所
得
に
係
る
国
民
健
康
保
険
税
の
課
税
の
特
例
）
 

８
 

前
項
の
規
定
は
、
世
帯
主

又
は
そ

の
世

帯
に

属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
若
し
く

は
特

定
同

一
世

帯
所

属
者

が
法

附
則

第
35

条
第

５
項

の
譲

渡
所

得
を

有
す

る
場

合
に

つ
い

て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
前
項
中
「
法

附
則
第
3
4
条
第
４
項
」
と
あ
る

の
は
「
法

附
則
第
3
5
条
第
５
項
」
と
、
「
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
」
と
あ
る
の
は
「
短
期
譲
渡
所
得
の

金
額
」
と
、
「
、
第
3
5条

の
２
第
１
項
又
は
第
3
6
条
」
と
あ
る
の
は
「
又

は
第
3
6条

」
と
、

「
第
3
1条

第
１
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
3
2条

第
１
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
 

８
 
前
項
の
規
定
は
、
世
帯
主
又
は
そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
若
し
く

は
特

定
同

一
世

帯
所

属
者

が
法

附
則

第
35

条
第

５
項

の
譲

渡
所

得
を

有
す

る
場

合
に

つ
い

て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
前
項
中
「
法
附
則
第
3
4
条
第
４
項
」
と
あ
る

の
は
「
法

附
則
第
3
5
条
第
５
項

」
と
、
「
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
」
と
あ
る
の
は
「
短
期
譲
渡
所
得
の

金
額
」
と
、
「
、
第

3
5条

の
２
第
１
項
、
第
3
5条

の
３
第
１
項
又
は
第
3
6
条
」
と
あ
る
の
は

「
又
は
第
3
6条

」
と

、
「
第
31
条
第
１
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
3
2
条
第
１
項
」
と
読
み
替
え

る
も
の
と
す
る
。
 

 

 



第６７号議案 

 

宍粟市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について 

 

宍粟市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとお

り制定したいので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第１号の

規定により、議会の議決を求める。 

 

令和２年５月２９日提出 

 

                       宍粟市長 福 元 晶 三  

 



宍粟市条例第 号 

 

宍粟市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

 

宍粟市災害弔慰金の支給等に関する条例（平成17年宍粟市条例第93号）の一部を次のように改

正する。 

第15条第３項を次のように改める。 

３ 償還金の支払猶予、償還免除、収入又は資産の状況の報告等、一時償還及び違約金について

は、法第13条、第14条第１項及び第16条並びに令第８条、第９条及び第12条の規定によるもの

とする。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



宍
粟

市
災
害
弔
慰
金
の
支
給
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
 
新
旧
対
照
条
文
 

 

現
 
 
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

（
償
還
等

）
 

第
1
5
条
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

３
 
償
還
免
除
、
一

時
償

還
、
違

約
金

及
び

償
還
金
の

支
払
猶
予
に
つ
い
て
は
、
法
第

13
条
第

１
項
、
令
第
８
条
か
ら
第

1
1条

ま
で
の
規
定
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
 

 
（
償
還
等
）
 

第
1
5
条
 
（
略
）
 

２
 
（
略
）
 

３
 
償
還
金
の
支
払
猶
予
、
償
還
免
除
、
収
入
又
は
資
産
の
状
況
の
報
告
等
、
一
時
償
還
及
び

違
約
金
に
つ
い
て
は
、
法
第

13
条

、
第
1
4
条
第
１
項
及
び
第
1
6条

並
び
に
令
第
８
条
、
第
９

条
及
び
第

1
2条

の
規

定
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
 

 

 

 



第６８号議案 

 

   宍粟市長寿祝福条例の一部改正について 

 

 宍粟市長寿祝福条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定したいので、

地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第１号の規定により、議会の

議決を求める。 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      宍粟市長 福 元 晶 三 

 

 



宍粟市条例第 号 

 

宍粟市長寿祝福条例の一部を改正する条例 

  

 宍粟市長寿祝福条例（平成28年宍粟市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「９月１日」を「９月15日」に改め、同条第１号及び第２号を次のように改める。 

 (１) 当該年度内に88歳に達する者 

 (２) 当該年度内に100歳に達する者 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の宍粟市長寿祝福条例の規定にかかわらず、令和元年９月３日から令和２年３月31日

までの間に88歳及び100歳に到達する者に係る長寿祝品については、この条例の施行の日以後

に贈呈するものとする。 



宍
粟
市
長
寿
祝
福
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
 
新
旧
対
照
条
文
 

 

現
 
 
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

（
対
象
者
）
 

（
対
象
者
）
 

第
３

条
 
祝
品
の
贈

呈
の

対
象

者
（
以

下
「

対
象

者
」
と
い
う
。
）
は
、
毎
年
９
月
１
日

現
在

に
お
い
て
、
市
内
に
３
か
月
以
上
継
続
し
て
住
所
を
有
す
る
者
で
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
と

す
る
。
 

第
３
条
 
祝
品
の
贈
呈
の
対
象
者
（
以
下
「
対
象
者
」
と
い
う
。
）
は
、
毎
年
９
月
1
5日

現
在

に
お
い
て
、
市
内

に
３
か
月
以
上
継
続
し
て
住
所
を
有
す
る
者
で
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
と

す
る
。
 

(
１
)
 
8
8
歳
の
者
 

(
１
)
 
当
該
年
度
内

に
8
8
歳
に
達
す
る
者
 

(
２
)
 
1
0
0歳

の
者
 

(
２
)
 
当
該
年
度
内

に
1
0
0歳

に
達
す
る
者
 

(
３
)
 
最
高
齢
者
 

(
３
)
 
最
高
齢
者
 

(
４
)
 
最
高
齢
夫
婦
（
夫
及
び
妻
の
年
齢
の
合
算
が
最
も
大
き
い
夫
婦
を
い
う
。
）
 

(
４
)
 
最
高
齢
夫
婦

（
夫
及
び
妻
の
年
齢
の
合
算
が
最
も
大
き
い
夫
婦
を
い
う
。
）
 

 
 

 

 



第６９号議案 

 

宍粟市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例の一部改正について 

 

 宍粟市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

を改正する条例を別紙のとおり制定したいので、地方自治法（昭和22年法律第

67号）第96条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      宍粟市長 福 元 晶 三 

 

 



宍粟市条例第 号 

宍粟市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例 

宍粟市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成17年宍粟市条例第

45号）の一部を次のように改正する。 

別表中 

「 

選挙長 日額 10,600 

開票管理者 日額 10,600 

投票管理者 投票所 日額 12,600 

期日前投票所 日額 11,100 

ただし、従事時間が13時間（期日

前投票所にあっては11.5時間）に満

たない場合は、従事時間に970円を

乗じて得た額。（10円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てる。） 

投票立会人 投票所 日額 10,700 

期日前投票所 日額 9,500 

ただし、従事時間が13時間（期日

前投票所にあっては11.5時間）に満

たない場合は、従事時間に830円を

乗じて得た額。（10円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てる。） 

選挙、開票立会人 日額 8,800 

」 

を 

「 

選挙長 日額 10,800 

選挙長職務代理者 日額 10,800 

開票管理者 日額 10,800 

開票管理者職務代理者 日額 10,800 

投票管理者 投票所 日額 12,800 

期日前投票所 日額 11,300 

1



」 

に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

ただし、従事時間が13時間（期日

前投票所にあっては11.5時間）に満

たない場合は、従事時間に980円を

乗じて得た額。（10円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てる。） 

投票立会人 投票所 日額 10,900 

期日前投票所 日額 9,600 

ただし、従事時間が13時間（期日

前投票所にあっては11.5時間）に満

たない場合は、従事時間に840円を

乗じて得た額。（10円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てる。） 

選挙、開票立会人 日額 8,900 

2



宍
粟
市
特
別
職
の
職
員
で
非
常
勤
の
も
の
の
報
酬
及
び
費
用
弁
償
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
 
新
旧
対
照
条
文
 

現
 

 
 
行
 

改
 
 
正
 
 
案
 

別
表

（
第
２
条
、
第
４
条
関
係
）
 

別
表
（
第
２
条
、
第

４
条
関
係
）
 

（
単
位
 
円
）
 

（
単
位
 
円
）
 

区
分
 

報
酬
 

区
分
 

報
酬
 

（
略
）
 

（
略
）
 

選
挙
長
 

日
額
 

1
0
,
6
0
0 
 

選
挙
長
 

日
額
 

1
0
,
8
0
0 
 

選
挙
長
職
務
代
理
者
 

日
額
 

1
0
,
8
0
0 
 

開
票
管
理
者
 

日
額
 

1
0
,
6
0
0 
 

開
票
管
理
者
 

日
額
 

1
0
,
8
0
0 
 

開
票
管
理
者
職
務
代
理
者
 

日
額
 

1
0
,
8
0
0 
 

投
票
管
理
者
 

投
票
所
 

日
額
 

1
2
,
6
0
0 
 

投
票
管
理
者
 

投
票
所
 

日
額
 

1
2
,
8
0
0 
 

期
日
前
投
票
所
 

日
額
 

1
1
,
1
0
0 
 

期
日
前
投
票
所
 

日
額
 

1
1
,
3
0
0 
 

た
だ
し
、
従
事
時
間
が
13
時
間
（
期
日

前
投
票
所
に
あ
っ
て
は
1
1
.
5時

間
）
に
満

た
な
い
場
合
は
、
従
事
時
間
に
9
7
0円

を

乗
じ
て
得
た
額
。
（
1
0
円
未
満
の
端
数
が

あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
る
。
）
  

た
だ
し
、
従
事
時
間
が
13
時
間
（
期
日

前
投
票
所
に
あ
っ
て
は
1
1
.
5時

間
）
に
満

た
な
い
場
合
は
、
従
事
時
間
に
9
8
0円

を

乗
じ
て
得
た
額
。
（
1
0
円
未
満
の
端
数
が

あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
る
。
）
  

投
票
立
会

人
 

投
票
所
 

日
額
 

1
0
,
7
0
0 
 

投
票
立
会
人
 

投
票
所
 

日
額
 

1
0
,
9
0
0 
 

期
日
前
投
票
所
 

日
額
 

9
,
5
0
0 
 

期
日
前
投
票
所
 

日
額
 

9
,
6
0
0 
 

た
だ
し
、
従
事
時
間
が
13
時
間
（
期
日

前
投
票
所
に
あ
っ
て
は
1
1
.
5時

間
）
に
満

た
な
い
場
合
は
、
従
事
時
間
に
8
3
0円

を

乗
じ
て
得
た
額
。
（
1
0
円
未
満
の
端
数
が

あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
る
。
）
  

た
だ
し
、
従
事
時
間
が
13
時
間
（
期
日

前
投
票
所
に
あ
っ
て
は
1
1
.
5時

間
）
に
満

た
な
い
場
合
は
、
従
事
時
間
に
8
4
0円

を

乗
じ
て
得
た
額
。
（
1
0
円
未
満
の
端
数
が

あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
る
。
）
  

選
挙
、
開
票
立

会
人
 

日
額
 

8
,
8
0
0 
 

選
挙
、
開
票
立
会
人
 

日
額
 

8
,
9
0
0 
 

（
略
）
 

（
略
）
 



第
７
０
号
議
案

 

 

令
和
２
年
度
宍
粟
市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
５
号
）

 

 

令
和
２
年
度
宍
粟
市
の
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
５
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

 

（
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
）

 

第
１
条

 
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
に
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ

1
1
4
,
7
9
0
千
円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
を
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ

2
7
,
3
1
0
,
0
9
1
千
円
と
す
る
。

 

２
 
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
並
び
に
補
正
後
の
歳
入
歳
出
予
算
の
金
額
は
、
｢
第
１
表

 
歳
入

歳
出
予
算
補
正
｣
に
よ
る
。

 

 

令
和
２
年
５
月
２
９
日
提
出

 

 

宍
粟
市
長

 
 
福

 
元

 
晶

 
三

 
 

          

-
 
1
 
-
 



款
補
 
 
正
 
 
額

計

第
１

表
　

歳
入

歳
出

予
算

補
正

－
2
－

（
単
位
：
千
円
）

歳
入

項
補
 
正
 
前
 
の
 
額

国
庫

支
出

金
1
5

6
,
1
0
9
,
7
0
4

1
0
7
,
7
8
3

6
,
2
1
7
,
4
8
7

国
庫

補
助

金
2

4
,
8
0
1
,
1
0
2

1
0
7
,
7
8
3

4
,
9
0
8
,
8
8
5

繰
入

金
1
9

4
7
2
,
3
7
1

2
,
8
0
0

4
7
5
,
1
7
1

基
金

繰
入

金
1

4
7
2
,
3
7
1

2
,
8
0
0

4
7
5
,
1
7
1

繰
越

金
2
0
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報告第５号 

 

繰越計算書の報告について 

 

繰越計算書を別紙のとおり調製したので、地方自治法施行令（昭和22年政令

第16号）第146条第２項及び第150条第３項並びに地方公営企業法（昭和27年法

律第292号）第26条第３項の規定により報告する。 

 

令和２年５月２９日提出 

 

宍粟市長 福 元 晶 三  



1 

令和元年度 宍粟市繰越明許費繰越計算書 

 

一般会計 

款 項 事 業 名 金 額 

２総務費 １総務管理費 一宮生活圏拠点施設整備事業 62,607,000 

千種生活圏拠点施設整備事業 29,592,000 

木育・ウッドスタート事業 1,263,000 

情報通信施設機器更新事業 3,740,000 

しそう光ネット千種サブセンター整備事業 6,820,000 

３民生費 ２児童福祉費 新型コロナウイルス感染症対策事業（保育

所・こども園等） 

7,634,000 

７土木費 ２道路橋梁費 道路維持補修事業 20,000,000 

除雪車及び車庫等整備事業 56,835,000 

道路新設改良事業 128,800,000 

橋梁維持補修事業 54,000,000 

４都市計画費 都市計画マスタープラン等改定事業 3,154,000 

６住宅費 公営住宅等長寿命化計画策定事業 700,000 

９教育費 １教育総務費 学校施設通信ネットワーク整備事業 198,162,000 

３中学校費 学校施設営繕事業 4,000,000 

４幼稚園費 新型コロナウイルス感染症対策事業（幼稚

園） 

2,500,000 

５社会教育費 文化会館改修事業 64,078,000 

10災害復旧費 １農林水産業施

設災害復旧費 

農地災害復旧事業 32,486,000 

農業用施設災害復旧事業 119,351,000 

林業施設災害復旧事業 41,011,000 

治山施設流末水路整備事業 18,000,000 

２公共土木施設

災害復旧費 

公共土木施設災害復旧事業 757,000,000 

せせらぎ公園災害復旧事業 193,941,000 

合     計 1,805,674,000 

 

 

 

 

 



2 

 

 

（単位：円） 

翌年度 

繰越額 

左の財源内訳 

既 収 入 

特定財源 

未収入特定財源 

一般財源 国 県 

支出金 
地方債 その他 

58,497,000 300,000  29,800,000 26,097,000 2,300,000 

29,592,000   28,100,000 1,492,000  

1,263,000  631,000   632,000 

3,740,000     3,740,000 

6,820,000   6,400,000 420,000  

7,634,000  

 

7,634,000    

15,000,000   15,000,000   

50,532,000  8,059,000 42,400,000  73,000 

128,800,000  34,414,000 94,300,000  86,000 

43,000,000  13,329,000 29,600,000  71,000 

3,154,000     3,154,000 

664,000     664,000 

198,162,000  72,689,000 95,900,000  29,573,000 

4,000,000     4,000,000 

2,500,000  

 

2,500,000    

64,078,000   64,000,000  78,000 

24,636,000     24,636,000 

112,282,000   3,900,000  108,382,000 

30,011,000  22,021,000 800,000  7,190,000 

18,000,000   14,400,000  3,600,000 

695,183,000  495,602,000 149,400,000  50,181,000 

193,941,000  61,387,000 12,400,000  120,154,000 

1,691,489,000 300,000 718,266,000 586,400,000 28,009,000 358,514,000 
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下水道事業特別会計 

款 項 事 業 名 金 額 

１下水道費 ４特定環境下水

道費 

中比地地区下水道改良事業 20,000,000 

合     計 20,000,000 
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（単位：円） 

翌年度 

繰越額 

左の財源内訳 

既 収 入 

特定財源 

未収入特定財源 

一般財源 国 県 

支出金 
地方債 その他 

18,900,000  

 

 18,900,000   

18,900,000 0 0 18,900,000 0 0 
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令和元年度 宍粟市事故繰越し繰越計算書 

 

一般会計 

款 項 事 業 名 

支 出 

負 担 

行為額 

左の内訳 

支出負 

担行為 

予定額 
支 出 

済 額 

支 出 

未済額 

10災害復旧費 ２公共土木施

設災害復旧

費 

 

 

 

 

 

公共土木施設

災害復旧事業 

12,960,000  12,960,000 500,000 

合     計 12,960,000 0 12,960,000 500,000 

 

 

  



6 

 

 

（単位：円） 

翌年度 

繰越額 

左の財源内訳 

説  明 既収入 

特 定 

財 源 

未収入特定財源 
一般 

財源 国 県 

支出金 
地方債 その他 

13,460,000  11,185,000   2,275,000 工事用進入路の設

置に係る地権者と

の調整、及び民間

実施の他工事との

調整にそれぞれ時

間を要し、工事の

進捗が遅れたた

め。 

13,460,000 0 11,185,000 0 0 2,275,000  
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令和元年度 宍粟市水道事業特別会計予算繰越計算書 

 

地方公営企業法第26条第１項の規定による建設改良費の繰越額 

款 項 事 業 名 
予 算 

計上額 

支払義務 

発 生 額 

翌年度 

繰越額 

１資本的支出 １建設改良費 

 

 

 

西河内大橋添架管移設

事業 

22,000,000  22,000,000 

合     計 22,000,000 0 22,000,000 

 

 

地方公営企業法第26条第２項ただし書の規定による事故繰越額 

款 項 事 業 名 
予 算 

計上額 

支払義務 

発 生 額 

翌年度 

繰越額 

１水道事業費

用 

１営業費用 

 

 

 

 

 

水道ビジョン策定事業 6,600,000  6,600,000 

合     計 6,600,000 0 6,600,000 

 

 

  



8 

 

 

（単位：円） 

左の財源内訳 

不用額 

翌年度繰越額に

係る繰越を要す

るたな卸資産の

購入限度額 

説 明 

企業債 
損益勘定 

留保資金 

16,900,000 5,100,000   関連する河川管理者による護岸復旧工

事と同時に実施する必要があり、当該

工事が翌年度に繰り越されたため、年

度内の完了が困難となった。 

16,900,000 5,100,000 0   

 

 

（単位：円） 

左の財源内訳 

不用額 

翌年度繰越額に

係る繰越を要す

るたな卸資産の

購入限度額 

説 明 

企業債 
損益勘定 

留保資金 

 6,600,000   水道事業経営審議会の専門部会を経て

ビジョンを策定する予定としていた

が、新型コロナウィルス感染症対策の

ため、専門部会の開催を延期したた

め、年度内の業務完了が困難となっ

た。 

0 6,600,000 0   

 

 

  



9 

令和元年度 宍粟市病院事業特別会計予算繰越計算書 

 

地方公営企業法第26条第２項ただし書の規定による事故繰越額 

款 項 事 業 名 
予 算 

計上額 

支払義務 

発 生 額 

翌年度 

繰越額 

１病院事業費

用 

１医業費用 

 

新病院整備に係る基本

構想策定支援業務 

5,000,000  4,703,600 

合     計 5,000,000 0 4,703,600 
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（単位：円） 

左の財源内訳 

不用額 

翌年度繰越額に

係る繰越を要す

るたな卸資産の

購入限度額 

説 明 

企業債 
損益勘定 

留保資金 

 4,703,600 296,400  検討委員会の審議に時間を要したた

め、年度内完了に至らなかった。 

0 4,703,600 296,400   
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